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第 1 章 総合理工学研究科および総合理工学府･研究院の

変遷 
 

 

第 1 節 総合理工学研究科および総合理工学府・研究院の沿革 
 

（1）総合理工学研究科の創設と発展 
 

 大学院総合理工学研究科は、学際的学問分野の教育研究を推進するという

九州大学の学際大学院構想に基づき、1979（昭和 54）年に設立された（資

料編Ⅱ－563、p.866）。設立当時、教育研究分野として、「物質・エネルギー・

情報」を三本柱とし、工学研究科に設置されていた材料開発工学専攻（基幹

講座 6・協力講座 2）、分子工学専攻（基幹講座 1・協力講座 6）、エネルギー

変換工学専攻（基幹講座 4・協力講座 3）の 3 つの独立専攻を総合理工学研

究科に振り替え、新たに情報システム学専攻（基幹講座 2・協力講座 5）を

設置して、4 専攻体制で発足した（資料編Ⅱ－562、pp.865-866、資料編Ⅱ

－562、pp.867-875）。 

 その後、1980 年にはエネルギー変換工学専攻に基幹講座 1 を増設、1984

年には高エネルギー物質科学専攻（基幹講座 1・協力講座 6）を設置した。

1986 年には、工学研究科に 1981 年に設置されていた独立専攻である熱エネ

ルギーシステム工学専攻（基幹講座 1・協力講座 5）を総合理工学研究科に

振り替えた。1988 年に分子工学専攻と熱エネルギーシステム工学専攻にそれ

ぞれ 1 講座と 2 講座の協力講座を増設。1989（平成元）年に九州電力株式会

社の寄付による寄附講座を、1990 年には大気海洋環境システム学専攻（基幹

講座 2・協力講座 7）を設置した。1996 年には情報システム学専攻を廃止し

た。 
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（2）総合理工学研究科の改組 
 

以上の変遷の後に 1998（平成 10）年の改組に至る。この改組の背景とし

ては、九州大学における 1994 年の教養部廃止と全国の研究基幹大学を中心

とした大学院重点化の動きと軌を一にした対応、さらには箱崎・六本松地区

の元岡・桑原地区への移転構想を視野に入れて 1995 年に決定した「九州大

学の改革の大綱案」を挙げねばならない。この大綱案に沿って 1996 年にシ

ステム情報科学研究科が設置され（これに伴い総合理工学研究科の情報シス

テム学専攻は廃止された）、1997 年には工学部の大学院重点化がスタートし

た。総合理工学研究科においても、工学部、応用力学研究所、機能物質科学

研究所とともに組織の改変・再編に関する検討を進め、その結果「近年にお

ける科学技術の急速な発展は人類社会に多大の恩恵をもたらしたが、一方で

地球環境問題などさまざまな問題がクローズアップされてきており、その解

決のためには、従来の高度成長・開発型社会から、地球環境と調和する環境

共生型社会への転換が求められている」とし、研究科の教育目標を、従来の

「物質・エネルギー・情報」の三本柱から、環境共生型社会に要求される先

端科学技術に十分対応できるように、未来を見据えた「物質・エネルギー・

環境とそれらの融合」に展開させ、次世代の科学技術をになう研究者・技術

者の育成をはかることにした。 

以上の理念の下、改組に際しては、関係部局との協議により、(1)従来の工

学部からの 6 協力講座を基幹講座化する、(2)工学研究科応用理学専攻の基礎

となっている工学共通講座と物質情報学大講座を総合理工学研究科に振り替

え基幹講座化する、(3)応用力学研究所の部門増に伴う協力講座を 5 講座増設

する措置をとることとした。これに伴い、総合理工学研究科内で慎重に検討

を重ねた結果、設置して日が浅い大気海洋環境システム学専攻は内容の充実

に努め、それ以外の既存専攻、材料開発工学、分子工学、高エネルギー物質

科学、エネルギー変換工学、熱エネルギーシステム工学の 5 専攻を廃止して、
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新たに量子プロセス理工学専攻、物質理工学専攻、先端エネルギー理工学専

攻、環境エネルギー工学専攻を設置、全 5 専攻体制に改組することとなった。

また、基幹講座・協力講座のいずれも従来の小講座制から大講座制に転換し

た。さらに学外の研究機関からの協力により 3 つの連携講座を新設した。こ

の再編により、改組当時で 5 専攻（大講座数でいうと 25、小講座（改組後は

教育分野と称する）単位では基幹講座 28、協力講座 31、連携講座 3 の計 62

小講座相当の定員配置）と 1 寄附講座の構成、学生定員は修士課程 164 名・

博士課程 76 名となった。 

この改組の 2 年後には、全学的に学府・研究院制度に移行し、総合理工学

研究科は、基幹講座からなる総合理工学研究院が人事上のいわゆる部局に相

当する組織となり、応用力学研究所、機能物質科学研究所（2003 年に機能物

質科学研究所は有機化学基礎研究センターと融合して先導物質化学研究所に

改組された）や産学連携センターをはじめとしたセンター群からの協力によ

北陸先端科学技術
大学院大学

1990年

奈良先端科学技術
大学院大学

1991年

学府・研究院制度導入
2000年

1980 1990 2000 2010

東工大・総理工
1975年

図 17-1 総合理工学研究科（学府／研究院）沿革 
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って運営される教育組織は総合理工学府と呼称されるようになった。 

その後、2006 年に先導物質化学研究所と総合理工学研究院との人事交流

（一部講座の入れ替え）を、2009 年には博士定員の見直し（博士定員を 76

名から 60 名に変更）を行い、現在に至っている。 

以上に述べた組織変遷をまとめて図 17-1 に示す。 

 

 

第 2 節 総合理工学研究科の専攻の概要 
 
現在の総合理工学府（研究院）を構成する専攻・教育分野の変遷について

は以下の各章で詳述する。 

ここでは 1979（昭和 54）年の総合理工学研究科発足以降設置され、1996

（平成 8）年のシステム情報科学研究科新設および 1998 年の総合理工学研

究科の改組に伴い廃止された専攻について、専攻の概要および講座変遷につ

いてまとめておく。 

 

（1）情報システム学専攻 
 
情報システム学専攻は、1979（昭和 54）年の総合理工学研究科発足と同

時に設置され、1996（平成 8）年のシステム情報科学研究科の新設に伴い廃

止された。講座構成の概要を表 17-1 に示す。 

情報システム学専攻は、情報システムの高度化に対する社会的要請に応え

るべく、従来の工学理学の枠組みを超えた新しい総合的視野に立つ研究・教

育が必要との理念のもとに、総合理工学研究科発足と軌を一にして新設され

た。その構成は、技術の発展に対応した情報システムの工学的諸問題に関す

る研究教育を行う工学系講座群（4 講座）と情報システムの情報学的基礎に

関する研究教育を行う理学系講座群（3 講座）からなる。専攻発足にあたっ 
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ては、工学系講座群には 1 講座を新設、1 講座を工学部情報工学科（旧情報

工学第二講座）からの振り替え、残り 2 講座を情報工学科（情報工学第三講

座）と電子工学科（電子工学第二講座）の協力により基幹 2（情報認識、情

表 17-1 総合理工学研究科情報システム学専攻の講座編成 

講座 理学/工学
系講座 基幹/協力 教授／助教授／講師 

情報認識 

工学 

基幹 

田宮常夫 教授 （1979－1986） 
雨宮真人 教授 （1988－1995） 
河口英二 助教授（1979－1988） 
谷口倫一郎助教授（1989－1995） 

情報伝送 協力 

安浦亀之助教授 （1979－1985） 
福光於兎三教授 （1986－1989） 
安元清俊 教授 （1979－1995） 
吉富邦明 助教授（1988－1995） 

情報組織 基幹 

駒宮安男 教授 （1980－1986） 
富田眞治 教授 （1986－1991） 
安浦寛人 教授 （1992－1995） 
宇津宮孝一助教授（1982－1986） 
末吉敏則 助教授（1987－1989） 
村上和彰 助教授（1991－1995） 

情報言語 協力 

吉田将  教授 （1979－1988） 
日高達  教授 （1988－1993） 
長谷川隆三教授 （1995－1995） 
日高達  助教授（1979－1988） 
笹田一郎 助教授（1994－1955） 

情報モデル論 

理学 

協力 

加納省吾 教授 （1979－1984） 
有川節夫 教授 （1985－1995） 
宮野悟  助教授（1987－1992） 
トマス･ツォイクマン助教授（1994－1995） 
武谷俊一 講師 （1979－1987） 

情報検索論 協力 

浅野長一郎教授 （1979－1990） 
宮野悟  教授 （1993－1995） 
有川節夫助教授 （1979－1985） 
仁木直人 助教授（1987－1992） 
篠原渉  助教授（1995－1995） 

情報機能素子 協力 
青峰隆文 教授 （1981－1989） 
河原康夫 教授 （1991－1995） 
青峰隆文 助教授（1979－1981） 
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報組織）、協力 2（情報伝送、情報言語）とした。また、理学系講座群には理

学部附属基礎情報学研究施設（3 部門）からの協力により、協力 3 講座（情

報モデル論、情報検索論、情報機能素子）の構成とした。これらは設置以降

廃止に至るまで変化はなかった。 

 以下の 5 専攻は、1998 年の総合理工学研究科改組に伴いシステム情報学

専攻が抜けた 6 専攻体制を現在の総合理工学府 5 専攻体制に移行する際に、

その母体となりつつも組織を廃した専攻である。なお、この改組の際には、

当時、設置間もないとの事情から大気海洋環境システム学専攻は改組対象専

攻とはしなかった。 

 

（2）材料開発工学専攻 
 

材料開発工学専攻は、工学研究科における新構想の学際的大学院コースと

して 1975（昭和 50）年に設立された。1979 年には、総合理工学研究科の発

足に伴い初代 4 専攻の 1 つとして同研究科に編入し、箱崎キャンパスから筑

紫キャンパスへの移転を経て、1985 年に専攻創立 10 周年を、1995（平成 7）

年に 20 周年を迎えた。金属材料、無機材料、有機材料という従来からの枠

組みにとらわれない柔軟な発想ができる材料研究者および技術者の要請を目

指した材料開発工学専攻は、1998 年の総合理工学研究科の改組に伴う廃止ま

でに、600 名を超える修士課程修了者ならびに 80 名を超える博士課程修了

者を社会に送り出した。材料開発工学専攻の変遷を表 17-2 に示す。 
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表 17-2 総合理工学研究科材料開発工学専攻の講座編成 

講座 基幹／協力 教授／助教授／講師 

構造材料物性学 基幹 
吉永日出男教授 （1976－1994） 
阿部弘  教授 （1997－1998） 
後藤正治 助教授（1978－1990） 
中島英治 助教授（1997－1998） 

高分子材料物性学 協力 
尾山外茂男教授 （1975－1987） 
髙見沢橄一郎教授（1976－1992） 
根本紀夫 教授 （1994－1998） 
塩川浩三 助教授（1992－1998） 

機能無機材料工学 基幹 
清山哲郎 教授 （1975－1984） 
荒井弘通 教授 （1984－1997） 
江口浩一 助教授（1986－1998） 
江口浩一 講師 （1985－1986） 

極限環境材料工学 協力 

大石行理 教授 （1975－1983） 
渡辺亮治 教授 （1984－1986） 
北島貞吉 教授 （1986－1989） 
杉崎昌和 教授 （1990－1998） 
安藤健  助教授（1979－1987） 
杉崎昌和 助教授（1987－1990） 
橋爪健一 助教授（1995－1998） 

非晶質材料工学 基幹 
柳ヶ瀬勉 教授 （1975－1985） 
森永健次 教授 （1987－1998） 
森永健次 助教授（1975－1987） 
武部博倫 助教授（1993－1998） 

機能有機材料工学 基幹 

田中武英 教授 （1976－1978） 
斎藤省吾 教授 （1980－1994） 
筒井哲夫 教授 （1995－1998） 
田中隆一 助教授（1976－1986） 
筒井哲夫 助教授（1986－1995） 

金属材料物性学 基幹 
江口鐵男 教授 （1976－1984） 
沖憲典  教授 （1985－1998） 
沖憲典  助教授（1976－1985） 
桑野範之 助教授（1987－1998） 

機能材料物性学 基幹 
山添曻  教授 （1981－1998） 
三浦則雄 助教授（1982－1998） 
三浦則雄 講師 （1981－1982） 

関連研究室 
（中央分析センター） 協力 坂下寛文 助教授（1987－1998） 
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（3）エネルギー変換工学専攻 

 

エネルギー変換工学専攻は、1977（昭和 52）年 4 月、工学研究科の独立

専攻の 1 つとして 3 基幹・2 協力の計 5 講座体制で発足した。新しいエネル

ギー源の開発およびエネルギー有効利用に関連した技術の開発を時代の要請

として、学際性を備えた研究者・技術者を育成するために、それぞれの専門

課程を修了した学生に大学院において総合的知識を教授することが適切であ

るとした設立趣旨に基づく。翌 1978 年には基幹 1・協力 1 講座が新設され

た。1979 年 4 月に大学院総合理工学研究科が創立され、すでに工学研究科

に設立されていた材料開発工学専攻（1975 年設立）、分子工学専攻（1975

年設立）と共に新研究科に振替となった。その後、1980 年には基幹 1 講座

が新設され、8 講座体制に拡張された。さらに 1989（平成元）年には九州電

力の寄附講座が設立され、常設の基幹・協力講座と併せて専攻の教育研究の

一翼を担った。この間の学生定員は修士課程 33 名（設立当初 19 名）、博士

後期課程 12 名（設立当初 11 名）であった。1999 年 3 月末日、総理工の改

組に伴い、設立から 21 年の歴史に幕を閉じた。 

 専攻構成講座の教育研究内容を以下にまとめ、各講座を担当した教官（教

授・助教授・講師）の変遷を表 17-3 に示す。エネルギー変換工学専攻では、

学際的工学分野の急速な進展に対応するために、講座内容は固定せず流動的

に運営する方針がとられ、効果的な研究・教育が実施された。 

○第一講座 エネルギー変換基礎工学講座（基幹） 

 エネルギー変換現象全般に亘る基礎的な過程の解明とその応用。 

○第二講座 核エネルギー変換基礎工学講座（基幹） 

 核反応で生成する種々の中・高エネルギー粒子の利用・制御・計測等に関

する研究。 

○第三講座 エネルギー変換流動工学講座（基幹） 

 熱エネルギーの機械的エネルギーへの変換、あるいは各種力学エネルギー 
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の相互変換における流体の運動に関する基礎理論と応用。 

○第四講座 エネルギー変換熱力学講座（協力） 

 化学エネルギーから熱エネルギー、機械エネルギーに至る一連の変換過程

の高効率化を目指した燃焼プロセスの最適化と制御に関する研究。 

○第五講座 エネルギー変換制御工学講座（協力） 

 エネルギー変換システムを対象としたシステム制御の理論・応用、電磁界

の検出・応用。 

○第六講座 応用原子エネルギー工学講座（基幹） 

表 17-3 エネルギー変換工学専攻の教官の変遷 

講 座 教官（教授・助教授・講師） 
エネルギー変換基礎工学 
（1977.4 発足） 

教 授：赤崎正則（1977～1990）→益田光治（1990～1998） 
助教授：益田光治（1977～1990）→梶原寿了（1990～1998） 

核エネルギー変換基礎工学
（1977.4 発足） 

教 授：神田幸則（1977～1997）→中島秀紀（1997～1998） 
助教授：中島秀紀（1983～1997）→渡辺幸信（1997～1998） 

エネルギー変換流動工学 
（1978.4 発足） 

教 授：松尾一泰（1980～1998） 
助教授：松尾一泰（1978～1980）→青木俊之（1984～1998） 

エネルギー変換熱力学 
（1977.4 発足） 

教 授：小野信輔（1978～1998） 
助教授：小野信輔（1977～1978）→村瀬英一（1983～1998） 
講 師：村瀬英一（1982～1983） 

エネルギー変換制御工学 
（1978.4 発足） 

教 授：相良節夫（1978～1991）→平澤宏太郎（1992～1997） 
   →笹田一郎（1997～1998） 
助教授：熊丸耕介（1978～1987）→村田純一（1988～1997） 
   →林 則行（1997～1998） 
注）1997 年度：工学部の改組によるシステム情報科学研究科

の設置に伴った教員の交代 

応用原子エネルギー工学 
（1980.4 発足） 

教 授：的場 優（1980～1989）→清水昭比古（1994～1998） 
助教授：清水昭比古（1982～1994）→渡辺幸信（1994～1997） 
講 師：上宇都幸一（1980～1981）→渡辺幸信（1990～1994） 

電離イオン工学 
（1977.4 発足） 

教 授：村岡克紀（1980～1998） 
助教授：村岡克紀（1978～1980）→岡田龍雄（1982～1985） 
   →内野喜一郎（1986～1998） 
講 師：岡田龍雄（1981～1982） 

エネルギー変換機器学 
（1977.4 発足） 

教 授：長谷川修（1977～1990）→福田研二（1990～1998） 
助教授：福田研二（1979～1990）→饒 燕飛（1992～1998） 
講 師：福田研二（1978～1979） 

電気エネルギーシステム学 
（1989.4 発足） 

教 授：宅間 薫（1989～1993）→田中祀捷（1993～1997） 
   →植田清隆（1997～1998） 
助教授：本田義久（1989～1993）→内海通弘（1994～1998） 
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 核エネルギーの多面的利用を目的とした原子核物理学研究、およびエネル

ギー変換システムの構築に必要な熱流動工学研究。 

○第七講座 電離イオン工学講座（基幹） 

 電離現象、イオンや電子の生成法、プラズマの電磁界中の挙動とそれを用

いた制御、プラズマの応用と計測。 

○第八講座 エネルギー変換機器学講座（協力） 

 原子力をはじめとするエネルギー変換機器における伝熱流動工学。社会的

受容性を含むエネルギー変換システムの総合評価など。 

○寄附講座 電気エネルギーシステム学講座 

 電磁界の諸様相と応用、レーザーの利用、特にレーザー誘雷、送電システ

ム等に関する研究。 

 教育の特徴は、エネルギー変換工学分野における学際性にある。専攻カリ

キュラムの背景には、現代社会におけるエネルギー問題の解決のためには電

気工学、機械工学、原子力工学が 3 本の重要な柱である、との考えがある。

これら 3 分野のいずれかを学部教育で履修した修士課程入学者が大半を占め

ており、入学後、他の 2 分野の基礎科目を受講し、さらに関連専門科目を履

修し、修士論文研究を通じてそれらを深化させ、現代社会の持つ諸課題に対

する深い洞察力を備えた人材として育成される。その意味でエネルギー変換

工学専攻は、総理工の掲げる学際研究・教育を典型的に具現化した専攻と言

える。座学だけでなく実規模発電プラントの実態を体験させる重要な機会と

して、毎年、玄海原子力発電所や天山揚水式発電所の見学会が行われてきた。 

専攻設立以来、修士課程 704 名・博士後期課程 70 名の修了生を大学、研

究所、民間企業に輩出した。この間の博士学位授与数は甲 67 名・乙 53 名で

ある。出身大学・学部の異なる者が同じ専攻で学び、社会に出てからは互い

に横のつながりを持つというエネルギー変換工学専攻の学際教育を受けた修

了生は、幅広い先端的な理工学分野で、エネルギーをキーワードにして縦横

の活躍を見せている。 
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（4）分子工学専攻 
 

分子工学専攻は、工学研究科の中の独立専攻として 1978（昭和 53）年に

設置された。新設の 1 基幹講座と生産科学研究所の化学系 6 部門が協力講座

として参画し、学生定員は修士課程 1 学年 17 名、博士課程 1 学年 8 名であ

った。1979 年には既設の材料開発工学専攻およびエネルギー変換工学専攻と

ともに工学研究科から分離し、新設の情報システム学専攻を加えた 4 専攻の

1 つとして、九州大学の中での初の独立研究科である総合理工学研究科発足

を迎えた。1981 年 12 月に筑紫キャンパスに移転、生産科学研究所の改組に

伴い 1988 年 4 月から協力講座を 1 つ増やして 8 講座で運営され、1998（平

成 10）年の研究科改組に伴い廃止されている。講座編成の変遷を表 17-4 に

示す。 

分子工学専攻は、設立当時の分子科学の急速な進展、化学反応を分子設計

の観点から体系化しようとする新しいアプローチの展開、生物化学や生物物

理学の発展に伴う分子および分子集合体の特異な機能性の意義への認識の深

まりと利用の黎明等を反映し、物性・反応・合成などの分野で複雑多岐に分

化しつつ深化してきた既存の「化学」を分子の機能性の観点から総合的に把

握する新しい学際的方法論の確立を目的の 1 つとして設立された。分子工学

専攻の目指した学問領域の今日的意義は 1998 年の改組以降、物質理工学専

攻および量子プロセス理工学専攻に引き継がれている。 
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表 17-4 総合理工学研究科分子工学専攻の講座編成 

講座 基幹/協力 教授／助教授／講師 

分子計測学 基幹 

小川禎一郎教授 （1978－1998） 
加納航治 助教授（1978－1983） 
長村利彦 助教授（1983－1990） 
原田明  助教授（1997－1998） 
河済博文 講師 （1990－1991） 
中島慶治 講師 （1991－1997） 

活性種解析学 協力 
西村幸雄 教授 （1980－1998） 
西村幸雄 助教授（1978－1980） 
辻正治  助教授（1981－1998） 

分子設計学 協力 

柘植乙彦 教授 （1978－1988） 
金政修司 教授 （1988－1998） 
小江紘司 講師 （1979－1981） 
金政修司 助教授（1981－1988） 
和田英治 教授 （1990－1998） 

励起反応学 協力 
竹下齊  教授 （1978－1996） 
永島英夫 教授 （1997－1998） 
森章   助教授（1978－1996） 
園田高明 助教授（1997－1998） 

選択反応学 協力 

小林宏  教授 （1978－1995） 
森章   教授 （1996－1998） 
園田高明 助教授（1983－1997） 
園田高明 講師 （1978－1983） 
加藤修雄 助教授（1997－1998） 

反応性中間体化学 協力 
田代昌士 教授 （1979－1997） 
又賀駿太郎教授 （1997－1998） 
又賀駿太郎助教授（1978－1997） 
Thiemann, Thies助教授（1997－1998） 

機能性分子工学 協力 

竹下健次郎教授 （1978－1982） 
持田勲  教授 （1982－1998） 
持田勲  助教授（1978－1982） 
藤津博  助教授（1982－1992） 
光来要三 助教授（1992－1998） 

分子物性工学 協力 入江正浩 教授 （1988－1996） 
山木準一 教授 （1997－1998） 

授業担当 協力 初井敏秀 講師 （1992－1998） 
Whitehurst, Duayne助教授（1997－1998） 
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（5）高エネルギー物質科学専攻 

 

総合理工学研究科は、「物

質、エネルギー、情報」を

教育研究の三本柱とし、こ

れらの基盤となる学術の探

究とそれを担う次世代人材

育成を目的に、学部を持た

ない独立大学院として創設

された。 

高エネルギー物質科学専

攻は総理工の 5 番目の専攻

であり、創設にあたっては

応用力学研究所 6 部門の全

面的な協力のもと、新設講

座を 1 講座加え、基幹 1 講

座・協力 6 講座体制で 1984

（昭和 59）年にスタートした。 

専攻の目標は、高エネルギー密度領域におけるプラズマから固体に至る物

質の基本的性質、構造および固有の運動法則に関する一貫した研究と、この

分野における人材の育成で、専攻発足時の講座はプラズマ系 3 講座・材料系

4 講座から編成されていた。 

高エネルギー応用力学講座に河合教授・小森助教授（後に篠原助教授）、非

線形物質運動学講座に矢嶋教授（後に伊藤（早）教授）・河野助教授、高エネ

ルギープラズマ力学講座に伊藤（智）教授・中村（一）助教授、核融合プラ

ズマ理工学講座に吉田教授・中村（幸）助教授、高エネルギー照射損傷学講

座に北島教授・平城助教授・永尾助教授、動的材料強度学講座に高橋教授・ 

 

図 17-2 学内開放ポスター（1989 年） 
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武田助教授、高エネルギー材料強度学講座に蔵元教授・佃助教授という編

成であった。応用力学研究所の全面的な協力を得たおかげで、最先端機器を

使った高度な大学院教育を行うことが出来た。表 17-5 に、専攻に在籍した

研究者を示す。職位は最終のもので、昇任年を注に示した。 

教育に関しては、修士課程 58 科目 87 単位の授業科目、2 年後に設置され

表 17-5 高エネルギー物質科学専攻の教員 

講座 理学/工
学講座 

基幹/
協力 教授 助教授 講師 

高エネルギー応用力学 

理学 

基幹 
河合良信 教授 （1984－1998） 
小森彰夫 助教授（1984－1993） 
篠原俊二郎助教授（1993－1998） 

非線形物質運動学 協力 

矢嶋信男 教授 （1984－1988） 
伊藤早苗 教授 （1992－1998） 
河野光雄 助教授（1984－1993） 
矢木正敏 助教授（1995－1998）a 

高エネルギープラズマ力学 工学 協力 

伊藤智之 教授 （1984－1998） 
中村一男 教授 （1984－1998）a 
花田和明 助教授（1997－1998） 
上瀧恵理子助教授（1997－1998）a 
坂本瑞樹 助教授（1995－1998）b 

核融合プラズマ理工学 

工学 

協力 

中村幸男 教授 （1984－1996）c 
佐藤浩之助教授 （1996－1998） 
図子秀樹 教授 （1997－1998） 
室賀健夫 助教授（1984－1995） 
徳永和俊 助教授（1997－1998）a 

高エネルギー照射損傷学 協力 

北島一徳 教授 （1984－1986） 
吉田直亮 教授 （1984－1998） 
平城直治 助教授（1984－1990） 
永尾明博 助教授（1984－1991） 
渡辺英雄 助教授（1995－1998）b 

動的材料強度学 協力 
高橋 清 教授 （1984－1998） 
武田展雄 助教授（1984－1988） 
新川和夫 助教授（1984－1998）d 

高エネルギー材料強度学 協力 蔵元英一 教授 （1984－1998） 
佃 昇  助教授（1984－1998） 

注：a)1997 年昇任 b)1995 年昇任 c)1990 年昇任 d)1989 年昇任 
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た博士後期課程では特別講究 7 科目 28 単位を用意した。高エネルギー密度

の物質理工学は理学的な原理探究から工学的なシステム設計にまたがる学際

的な研究分野であり、理工学の研究者から成る高エネルギー物質科学専攻は、

理学の学位も出すことができる特色ある専攻として存在した。全国の物理学

系、電気工学系、材料工学系、原子力工学系、機械工学系学科および関連学

科の卒業生から高エネルギー物質科学研究を目指す多くの学生を集めた。 

高エネルギー物質科学専攻は設立から 2 年あまりは応用力学研究所に間借

りしたが、1985 年 3 月に専攻棟（現先端エネルギー理工学専攻 H 棟）が竣

工し、同年 8 月に移転を行った。図 17-3 に専攻棟を示す。建物は 5 階建、

床面積約 2300m2 で、1 階は大型装置実験室、2 階は会議室・図書室および

事務室を配置し、各講座の研究室は 3 階～5 階に配置された。これで名実と

もに専攻の活動基盤が完成し、その後先端エネルギー理工学専攻に改組され

るまで研究・教育活動を行った。 

1994（平成 6）年教養部廃止の方針が決定され、それに伴って全国拠点大

学の大学院重点化の組織再編が行われた。この再編で極限環境下の材料科学

の杉崎教授・橋爪助教授、水素プロセス工学の西川教授・宗像助教授、熱流

動工学の清水教授・横峯助教授、先進的プラズマ推進研究の中島教授・渡辺 

 
図 17-3 旧高エネルギー物質科学専攻棟（現先端エネルギー理工学専攻 H 棟）
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助教授を加えた基幹 5・協力 7・連携 1 講座に再編成され、現在の先端エ

ネルギー理工学専攻（学生定員修士 34 名・博士 16 名）に引き継がれた。そ

れまで 13 年のあいだ、高エネルギー物質科学専攻は高エネルギー密度にお

け 

る物質の理工学という特色ある教育・研究活動を行った。修了者数は第 1 期

生修士 10 名をはじめとして、以下のように推移した。全体で修士課程修了

表 17-6 年度別修士課程修了者数と博士学位（甲）取得者数の変遷 

 1986 年 1987 年 1988 年 1989 年 1990 年 1991 年 
修士 10 17 15 15 21 17 
博士   2 1 3 2 

 
1992 年 1993 年 1994 年 1995 年 1996 年 1997 年 1998 年 

20 30 16 22 17 21 19 
0 3 0 2 2 1 4 

 
図 17-4 高エネルギー物質科学専攻の主な出来事 
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者は 240 名、博士学位（甲）取得者 20 名である。 

『高エネルギー物質科学専攻創立十周年記念誌』（1994 年）を見ると、大

学院設置審議会で専攻の設置が認められたのが 3 月、それから大学院生募集

のための試験を大急ぎで行ったことなどが記されており、当時の教官の苦労

は大変なものだったろうと想像される。高エネルギー物質科学専攻の 13 年

の歴史の中で、創設に尽力した矢嶋信男教授（応力研）が東京出張中に倒れ

帰らぬ人となったこと、発足当初からのスタッフであった永尾明博助教授（応

力研）が在職中に病気で逝去するなど、予想外の事態にも見舞われたが、専

攻全体としては順調に卒業生を送り出した。卒業生は大学および公的研究機

関をはじめとして、電気分野、機械分野、社会基盤分野などで広く活躍して

いる。 

 
（6）熱エネルギーシステム工学専攻 

 

熱エネルギーシステム工学専攻は、1981（昭和 56）年 4 月に九州大学で

は 5 番目の大学院独立専攻として工学研究科に設置された。基幹講座 1（地

域熱環境工学）、工学部建築学科からの協力講座 1（建築熱環境工学）、生産

科学研究所からの協力講座 4（複合熱移動現象学、熱エネルギー輸送工学、

省エネルギー機器工学、希薄エネルギー工学）の計 6 講座であった。設置時

は修士課程のみであったが、学年進行に伴い 1983 年 4 月には博士課程が設

置され、1986 年 4 月に工学研究科から総合理工学研究科に移行した。また、

1988 年 4 月に生産科学研究所の改組に伴い、熱エネルギー解析学、熱エネ

ルギー複合システム学の 2 協力講座が加わり計 8 講座体制となった。その後、

1998（平成 10）年の研究科改組に伴い、熱エネルギー解析学は量子プロセ

ス理工学専攻へ、その他の講座はすべて環境エネルギー工学専攻に移行した。 

 熱エネルギーシステム工学専攻の設立趣旨、専攻の理念は以下のようであ

った。 
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エネルギー源の開発及び省エネルギー技術の確立、それらに関連した地

域および建築の生活の調和ある向上を図ることは科学技術の中心的課題

の一つである。大量に使用される石油、天然ガスなどの一次エネルギー

源の一層の有効利用、太陽熱などの自然エネルギーの開発利用のために 

表 17-7 熱エネルギーシステム工学専攻の講座編成 

講座 基幹/協力 教授 助教授 講師 

地域熱環境工学 基幹 

片山 忠久教授 （1978－1998） 
梅干野 晁助教授（1978－1986） 
林 徹夫 助教授（1986－1998） 
谷本 潤 講師  （1995－1998） 

建築熱環境工学 協力 

浦野 良美教授 （1978－1989） 
渡邊 俊行教授 （1989－1998） 
渡邊 俊行講師 （1978－1982） 
渡邊 俊行助教授 （1982－1989） 
龍 有二 助教授（1990－1998） 

複合熱移動現象学 協力 
藤井 哲 教授  （1978－1994） 
小山 茂 教授  （1995－1998） 
小山 茂 助教授 （1982－1995） 

熱エネルギー輸送工学 協力 

妹尾 泰利教授  （1978－1987） 
尾添 紘之教授  （1987－1998） 
藤井 丕夫助教授（1978－1989） 
井上 剛良助教授（1989－1995） 
柿本 浩一助教授（1996－1998） 

省エネルギー機器工学 協力 
速水 洋 教授 （1982－1998） 
速水 洋 助教授（1978－1982） 
高曽 徹 助教授（1982－1998） 

希薄エネルギー工学 協力 

宮武 修 教授 （1978－1987） 
藤井 丕夫教授 （1989－1998） 
高曽 徹 講師 （1978－1982） 
田中 宏史助教授（1982－1987） 
富村 寿夫助教授（1989－1998） 

熱エネルギー解析学 協力 今石 宣之教授  （1988－1998） 
佐藤 恒之助教授（1989－1998） 

熱エネルギー複合システム学 協力 
本田 博司教授  （1988－1998） 
富村 寿夫助教授（1988－1989） 
高松 洋 助教授（1990－1998） 

   



第 1 章 総合理工学研究科および総合理工学府･研究院の変遷 

17-21 

は、それらの熱源の特性に応じた有機的な方法が考えられねばならない。

すなわち、一次エネルギーの動力・電力等二次エネルギーへの変換、地

域の熱環境形成や土地利用計画及び建築熱環境の質の向上を図るために 

も、システム工学的研究を推進することが必要である。このような研究

は、既存の専攻の研究範囲を超えるものであり、学際的な協力と知識の

総合が必要である。この様な見地に立って、熱エネルギーシステム工学

専攻は、熱エネルギーの開発、輸送、さらに利用にわたるシステムの高

度の教育・研究を行い、社会の要請に応えうる研究者および専門技術者

の養成を目的とする。 

 熱エネルギーシステム工学専攻はこれらの設立趣旨・専攻理念の下、1981

年の設立から 1998 年の改組までの間に、工学研究科を含めて、修士 410 名、

課程博士（博士甲）47 名、論文博士（博士乙）34 名の学位取得者を送り出

した。熱エネルギーシステム工学専攻の講座編成の変遷を表 17-7 に示す。 
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第 2 章 量子プロセス理工学専攻 
 

 

第 1 節 専攻創設までの経緯および沿革 
 

 今日の先端科学技術の多くで、電子や光などの量子が重要な役割を果たし

ており、それらがこれからの産業の基幹となろうとしている。そこでは、人

と自然の調和をはかりながら、先端的な物質やデバイスおよびそのためのプ

ロセス等の基盤となる科学技術を開発していくことが求められる。そのよう

な局面の開拓に応え得る人材の育成のため、1998（平成 10）年度の大学院

総合理工学研究科の改組に際して、これまでにない枠組みの専攻として量子

プロセス理工学専攻が発足することとなった。その初期の構成は、電気プロ

セス大講座、光機能材料工学大講座、量子物性学大講座、分子プロセス工学

大講座、機能物性評価学講座の 5 つの大講座からなるものであった。電気プ

ロセス大講座には、電離反応工学、電磁応用工学、電気エネルギーシステム

学（九州電力からの寄附講座）の 3 教育分野が旧エネルギー変換工学専攻か

ら振替えられると共に、プラズマ量子工学教育分野が新設された。光機能材

料工学大講座は、結晶物性工学、無機光機能材料工学、機能有機材料工学の

3 教育分野が旧材料工学専攻から振替えられた。量子物性学大講座は、工学

部から転入した教員が所属し、非線形物性学と量子材料物性学の 2 つの教育

分野で構成された。分子プロセス工学大講座は、機能物質科学研究所（後の

先導物質化学研究所）からの協力講座で、旧分子工学専攻から振替えられた

機能分子工学、動的分子化学、ミクロプロセス工学、分子物性学の 4 つの教

育分野で構成された。機能物性評価学講座は、独立行政法人物質・材料研究

機構からの連携講座であり、教授 2 名と助教授 1 名からなる 1 つの研究分野

で構成された。専攻としての修士課程の学生定員は 37 名、博士後期課程の
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定員は 17 名であった。1999 年 4 月から先端科学技術共同研究センター（後

の産学連携センター）の先端機能デバイス、先端機能材料、電離気体・レー

ザーの 3 領域が量子プロセス理工学専攻の教育に加わることになった。 

 2000 年 4 月、全学的に学府・研究院制度が導入され、量子プロセス理工

学専攻の学生は大学院総合理工学府に所属し、基幹講座の教員は大学院総合

理工学研究院に所属することになった。 

 2006 年に行われた先導物質化学研究所と総合理工学研究院との人事交流

（一部講座の入れ替え）により、機能有機材料化学教育分野に所属する教員

が総合理工学研究院から先導物質化学研究所に配置換えとなったことから、

機能有機材料化学教育分野は同研究所からの協力講座となり、光機能材料工

学大講座を離れて新規に作られた分子材料科学大講座に所属することになっ

た。 

2007 年には、分子材料科学大講座に先導物質化学研究所からの協力講座で

ある素子材料工学分野が加わった。この年には、いくつかの教育分野でその

名称の変更が行われた。電気プロセス工学大講座のプラズマ量子工学教育分

野は、光エレクトロニクス教育分野と改名された。また、分子プロセス工学

大講座では、動的分子化学教育分野がナノマテリアル教育分野に、分子物性

学教育分野が材料電気化学教育分野に、それぞれ改名された。2009 年 3 月

には、産学連携センターの電離気体・レーザー領域の担当教員が定年退職し

た。その後任教員が 2009 年 8 月より当該領域をフォトニックシステム領域

として担当し、量子プロセス理工学専攻の教育に加わった。また、2010 年に

は、分子プロセス工学大講座のミクロプロセス工学教育分野が化学反応工学

教育分野に改名された。 

2009 年 4 月九州大学における博士後期課程学生定員の見直しにより、本

専攻の定員は 17 名から 14 名に変更された。 
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第 2 節 教育体制の変遷 
 

（1）電気プロセス工学大講座（基幹講座） 

 

電離反応工学教育分野 

 電離反応工学教育分野は、当初、村岡克紀教授（1998.4.-2004.3.）とボー

デン・M・ダグラス助教授（1998.4.-2001.4.）が着任して開始された。ボー

デン助教授が 2001（平成 13）年 4 月で転出後、山形幸彦助教授（2001.5.-）

が 2001 年 5 月に着任した。村岡教授は 2004 年 3 月に定年退職した。2005

年 4 月、内野喜一郎教授（2005.4.- ）がプラズマ量子工学教育分野から電離

反応工学教育分野担当に変更となった。富田健太郎助手（2006.11.- ）が 2006

年 11 月に着任した。電離反応工学教育分野においては、プラズマの生成と

そのレーザー計測法を通じての制御により、新種の光源としての応用や環境

汚染物質の分解・除去など、先端的技術の開発研究が行われてきた。具体的

には、主として、2005 年以前は半導体プロセス用プラズマの生成や計測・制

御と、ディーゼル排ガス中の微粒子をプラズマにより処理すること等が研究

され、2005 年以降は大気圧マイクロ放電プラズマの研究や、次世代リソグラ

フィー用の極端紫外線光源となる高密度プラズマの研究などが行われてきた。

修士課程の学生および博士課程の学生に対しては、それらの研究を通して、

電離反応工学に関する教育が行われている。 

 

電磁応用工学教育分野 

 電磁応用工学教育分野は、笹田一郎教授（1998.4.- ）と林則行助教授

（ 1998.4.-2009.12. ） の 教 育 体 制 で 開 始 さ れ た 。 田 代 晋久
くにひさ

助 手

（2000.4.-2006.10.）が 2000（平成 12）年に着任した。田代助手は 2006 年

11 月に信州大学へ転出した。また、林准教授は 2010 年 1 月に宮崎大学に転

出した。電磁応用工学教育分野では、電磁現象を利用した情報の新しい検出
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原理の創出とその工学的実現についての研究が行われてきた。具体的テーマ

としては、金属の中や裏面の欠陥や疲労のような光学的不可視情報の磁気に

よる画像化、自動車のためのトルクセンサ、3 次元の動きを捕らえるトラッ

キングシステム、生体磁気計測のための超微弱磁界計測技術の開発、あるい

は生体と電磁界の関係の研究などが挙げられる。修士課程の学生および博士

課程の学生に対しては、それらの研究を通して、電磁応用工学に関する教育

が行われている。 
 

光エレクトロニクス教育分野（旧プラズマ量子工学教育分野） 

 プラズマ量子工学教育分野は、内野喜一郎教授（1998.4.-2005.3.）、梶原

寿了
としのり

助教授（1998.4.-2000.3.）、成
ソン

烈文
ヤルブン

助手（1998.4.-1999.9.）の教育体制

で開始された。成助手は 1999（平成 11）年 9 月に宮崎大学へ転出し、梶原

助教授は 2000 年 3 月に福岡工業大学へ転出した。高軍思助手

（2000.4.-2004.3.）が 2000 年 4 月に着任した。また、2001 年 4 月には堤井
つ つ い

君元
くんげん

講師（2001.3.-2005.4.）が着任した。高助手は 2004 年 3 月に転出した。

2005 年 4 月に内野教授が電離反応工学教育分野担当に変更になり、プラズ

マ量子工学教育分野には浜本貴一教授（2005.4.- ）が着任した。2005 年 5

月、堤井講師は助教授（2005.5.- ）に昇任した。2007 年度に、教育分野名

が光エレクトロニクス教育分野に変更された。2004 年度までは、励起、電離、

光子放出をはじめとするプラズマ内における量子過程の工学的応用をテーマ

とした研究が行われた。具体的には、プラズマディスプレイ放電やエキシマ

レーザー内放電における量子過程の計測・解析やダイヤモンド等のナノ構造

半導体物質の創生と新機能の発現に関する研究などが行われた。さらに 2005

年度以降は、次世代光通信用の光集積素子・半導体レーザー・光スイッチ等

の最先端光デバイスなどの研究開発が加わった。修士課程の学生および博士

課程の学生に対しては、それらの研究を通して、2006 年度まではプラズマ量

子工学に関する教育が行われ、2007 年度以降は光エレクトロニクスに関する
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教育が行われている。 
 

電気エネルギーシステム学教育分野（寄附講座） 

 電気エネルギーシステム学教育分野は、植田清隆客員教授（1998.4.-2001.3、

本籍：電力中央研究所）と内海通弘客員助教授（1998.4.-2000.3.）の教育体

制で開始された。2000（平成 12）年 3 月に内海客員助教授は有明高等専門

学校に転出した。2001 年 3 月に植田客員教授は退任し、同年 4 月に横山茂

客員教授（2001.4.-2006.3、本籍：電力中央研究所）とバサ・ニレシ客員助

教授（2001.4.-2005.3.）が着任した。バサ客員助教授は 2005 年 3 月に転出

した。横山客員教授は、九州電力の寄附講座である電気エネルギーシステム

学教育分野が幕を閉じた 2006 年 3 月に退任した。本教育分野では、クリー

ンで利便性の高い電気エネルギーについて、その高度な利用法の開発と信頼

性の確保のための研究、レーザーの幅広い応用に関する研究、および建築設

備や情報通信設備などの雷害対策に関する研究が行われた。修士課程の学生

および博士課程の学生に対しては、それらの研究を通して、電気エネルギー

システム学に関する教育が行われた。 

 

（2）光機能材料工学大講座（基幹講座） 

 

結晶物性工学教育分野 

 結晶物性工学教育分野は、沖憲典
けんすけ

教授（1998.4.-2001.3.）、板倉賢講師

（1998.4.-1999.9.）、波多聰助手（1998.4.-2007.3.）の教育体制で開始され

た。1999（平成 11）年 10 月、板倉講師は助教授（1999.10- ）に昇任した。

沖教授は 2001 年 3 月に定年退職した。友清芳二
よしつぐ

教授（2002.1.-2006.3.）が

2002 年 1 月に着任した。友清教授は 2006 年 3 月に定年退職した。波多助手

が 2007 年 3 月に物質理工学専攻へ異動（准教授昇任）した。西田稔教授

（2007.4.- ）が 2007 年 4 月に着任した。2010 年 4 月に光原昌寿助教
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（2010.4.- ）が、2011 年 4 月にファルジャミ・サハ助教（2011.4.- ）が着

任した。結晶物性工学教育分野では、合金から半導体、磁性材料におよぶ種々

の機能性材料の相転移や微細構造変化と物性について、電子顕微鏡を駆使し

た実験と理論の両面からの研究が行われてきた。修士課程の学生および博士

課程の学生に対しては、それらの研究を通して、結晶物性工学に関する教育

が行われた。 
 

無機光機能材料工学教育分野 

 無機光機能材料工学教育分野は、森永健次教授（1998.4.-2002.11.）、武部

博倫助教授（1998.4.-2008.4.）、藤野茂助手（1998.4.-2006.3.）、村田貴広助

手（1998.4.-2005.9.）の教育体制で開始された。森永教授が 2002（平成 14）

年 11 月に急死するという不幸があった。2005 年 9 月、村田助手が九州東海

大学へ転出した。2006 年 3 月、藤野助手が九大工学研究院へ異動した。2008

年 4 月、武部准教授が愛媛大学へ転出した。2004 年 3 月、桑原誠教授

（2004.3-2009.3.）が東京大学より転入した。2009 年 3 月、桑原教授は定年

退職した。2009 年 3 月までは光機能性材料の創製を目的に、酸化物ガラス、

セラミックスの物性と構造の解明を主眼として研究が行なわれた。2013 年 9

月、大瀧倫卓
みちたか

教授（2013.9- ）が着任した。2013 年 9 月以降、無機光機能

材料工学教育分野では、無機物質の誇る強靱で多様な物性バラエティを材料

化学的立場から最大限に活用し、さらに有機分子の持つ優れた自己構築機能

や選択的相互作用を協奏的に発現させることにより、熱電エネルギー変換、

光エネルギー変換などの高度な機能を持つ新しい無機材料の開発が行われて

きた。修士課程の学生および博士課程の学生に対しては、それらの研究を通

して、無機光機能材料工学に関する教育が行われた。 
 

機能有機材料化学教育分野 

機能有機材料化学教育分野は設置当初は光機能材料工学大講座に所属して
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いたが、2006（平成 18）年 4 月に分子材料科学大講座に移動した。 

 

（3）量子物性学大講座（基幹講座） 

 

非線形物性学教育分野 

 非線形物性学教育分野は、本庄春雄教授（1998.4.- ）、坂口英継助教授

（1998.4.- ）の教育体制で開始された。桂木洋光助手（2002.11-2011.3.）

が 2002（平成 14）年 11 月に着任した。2011 年 3 月、桂木助教は名古屋大

学へ転出した。非線形物性学教育分野では、樹枝状結晶、フラクタル形態、

液晶の対流パターンなど自然界に存在する散逸構造の機構の解明を目指した

研究として、実験、理論、計算機シミュレーションが行われてきた。修士課

程の学生および博士課程の学生に対しては、それらの研究を通して、非線形

物性学に関する教育が行われた。 

 

量子材料物性学教育分野 

 量子材料物性学教育分野は、三好永作教授（1998.4.-2010.3.）、吉武剛助

教授（1998.4.- ）が着任して運営が開始された。三好教授は、2010（平成

22）年 3 月に定年退職した。冨永亜希助教（2011.4.- ）が 2011 年 4 月に着

任した。量子材料物性学教育分野では、環境考慮型新規材料のデバイス応用

を目指して、物理気相成長法による薄膜の創製から、その構造および物性評

価、さらにはデバイス作製に関する研究が行われてきた。修士課程の学生お

よび博士課程の学生に対しては、それらの研究を通して、量子材料物性学に

関する教育が行われた。 
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（4）分子プロセス工学大講座（先導物質化学研究所からの協力講座） 

 

機能分子工学教育分野 

 機能分子工学教育分野は、持田勲教授（1998.4.-2004.3.）、光来
こうらい

要三助教

授（1998.4.-2007.3.）、坂西欣也助手（1998.4.-1999.9.）の教育体制で開始

された。1999（平成 11）年 9 月、坂西助手は退職した。2001 年 1 月、尹
ユン

聖昊
ソ ン ホ

助教授（ 2001.1.-2006.12. ）が着任し、 2001 年 4 月、崔
チェ

基赫
ギヒョッ

助手

（2001.4.-2004.7.）が着任した。2004 年 4 月に持田教授が定年退職した。

2004 年 7 月に崔助手が退職した。2005 年 4 月、菊池裕嗣教授（2005.4.- ）

が着任し、2005 年 12 月、樋口博紀助手（2005.12.- ）が着任した。2007

年 1 月に尹助教授は教授に昇任し、機能分子工学教育分野を離れて、4 月に

新設の分子材料科学大講座素子材料工学教育分野の担当となった。同じく、

光来助教授も素子材料教育工学分野に移動した。2009 年 8 月、奥村泰志准

教授（2009.8.- ）が着任した。機能分子工学教育分野では、2005 年以降、

自然界に見られる分子の自己組織化、自発的秩序化に関する基礎化学の高度

化を通じて、低環境負荷で高機能を示す新しい材料科学の創成、新規有機デ

バイスの開発に関する研究が行われた。修士課程の学生および博士課程の学

生に対しては、それらの研究を通して、機能分子工学に関する教育が行われ

た。 
 

ナノマテリアル化学教育分野（旧動的分子化学教育分野） 

 動的分子化学教育分野は、西村幸雄教授（1998.4.-2001.3.）、辻正治助教

授（1998.4.-2002.8.）、辻剛志助手（1998.4.-2013.12.）の教育体制で開始さ

れた。西村教授は 2001（平成 13）年 3 月に定年退官した。2002 年 8 月に辻

正治助教授が教授（2002.8.- ）に昇任した。2003 年 4 月、吾郷
あ ご う

浩樹助教授

（2003.4.- ）が着任した。2013 年 12 月に辻剛志助教が島根大学（准教授）

へ転出した。2007 年度より動的分子化学教育分野は、ナノマテリアル化学教
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育分野に名称が変更された。動的分子化学教育分野では、金属・カーボンナ

ノ材料の創製と構造制御、成長機構の解明およびプロセッシングや電界効果

トランジスタやフレキシブルデバイスなどのデバイス等への応用に関する研

究が行われた。修士課程の学生および博士課程の学生に対しては、それらの

研究を通して、動的分子化学とナノマテリアル化学に関する教育が行われた。 
 

化学反応工学教育分野（旧ミクロプロセス工学教育分野） 

 ミクロプロセス工学教育分野は、今石宣之教授（1998.4.-2007.3.）、佐藤

恒之助教授（1998.4.-2000.4.）、秋山泰伸助手（1998.4.-2004.3.）の教育体

制で開始された。2000（平成 12）年 4 月、佐藤助教授は退職した。張興助

教授（2003.4.-2006.4.）が 2003 年 4 月に着任した。2004 年 3 月、秋山助手

は、東海大学へ転出した。2006 年 4 月、張助教授は清華大学へ転出した。

ミクロプロセス工学教育分野では、1998 年以降、化学工学および反応工学を

基礎として、流体・流体界面現象や物質移動現象の解析と解明、化学気相成

長や単結晶育成プロセスの解析、数値シミュレーション等に関する研究が行

われた。林潤一郎教授（2009.3.- ）が 2009 年 3 月に着任し、則永行庸
こうよう

准教

授（2009.4.- ）が 2009 年 4 月に着任した。2010 年度よりミクロプロセス

工学教育分野は、化学反応工学教育分野に名称が変更された。本教育分野で

は、2009 年以降、炭素系・無機系資源を化学・エネルギープラットフォーム

である水素・CO と素材に同時再生する熱化学・触媒反応システムを開発し、

持続的炭素サイクル化学体系構築を目指した研究が行われてきた。修士課程

の学生および博士課程の学生に対しては、それらの研究を通して、ミクロプ

ロセス工学と化学反応工学に関する教育が行われた。 
 

材料電気化学教育分野（旧分子物性学教育分野） 

 分子物性学教育分野は、山木準一教授（1998.4.-2012.3.）、岡田重人助教

授（1998.4.-2013.8.）、江頭港助手（1998.4.-2004.6.）の教育体制で開始さ
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れた。2004（平成 16）年 6 月、江頭助手が山口大学へ転出した。2005 年 6

月、土井貴之助手（2005.6.-2009.6.）が着任した。2009 年 6 月、土井助教

が京都大学へ転出した。2012 年 3 月、山木教授が定年退職した。2013 年 9

月、岡田准教授が教授（2013.9.- ）に昇任した。2007 年度より分子物性学

教育分野は、材料電気化学教育分野に名称が変更された。本教育分野では、

電気自動車などに用いる低コスト低環境負荷の大型高エネルギー密度蓄電池

実現に向けて、ナトリウムイオン電池に代表されるポストリチウムイオン電

池用新規電池材料の開発や反応機構に関する研究が行われてきた。修士課程

の学生および博士課程の学生に対しては、それらの研究を通して、分子物性

学と材料電気化学に関する教育が行われた。 

 

（5）分子材料科学大講座（先導物質化学研究所からの協力講座） 

 

機能有機材料化学教育分野 

 機能有機材料化学教育分野は、当初は基幹講座である光機能材料工学大講

座に 所属して 、筒井哲夫教 授（ 1998.4.-2008.3. ）、鄒
すう

徳 春助教授

（1998.4.-2001.3.）、藤田克彦助手（1998.4.-2001.4.）の教育体制で開始さ

れた。1999（平成 11）年 4 月、片平賀子
よ し こ

助手（1999.4.- ）が着任した。2001

年 3 月、鄒助教授が中国・北京大学へ転出した。2001 年 5 月、藤田助手が

助教授（2001.5.- ）に昇任した。2003 年 11 月、安田剛助手（2003.11.-2008.6.）

が着任した。専攻の沿革の節に記述されているように、2006 年に筒井教授、

藤田助教授、安田助手が総合理工学研究院から先導物質化学研究所に配置換

えとなったことから、機能有機材料化学教育分野は同研究所からの協力講座

となり、光機能材料工学大講座を離れて新規に作られた分子材料科学大講座

に所属することになった。2008 年 3 月、筒井教授が定年退職した。2008 年

4 月に片平助教は安全衛生・学生支援室に異動した。2008 年 6 月、安田助教

が物質・材料研究機構へ転出した。機能有機材料化学教育分野では、有機デ
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バイスの開発を目指して、有機半導体材料開発、デバイス作製プロセス開発、

デバイス動作機構解明といった多角的な実験研究が行われてきた。修士課程

の学生および博士課程の学生に対しては、それらの研究を通して、機能有機

材料化学に関する教育が行われた。 
 

素子材料工学教育分野 

 素子材料工学教育分野は、尹
ユン

聖昊
ソ ン ホ

教授（2007.1.- ）と光来
こうらい

要三准教授

（2007.4.- ）が着任して 2007（平成 19）年度から新規に開始された。2008

年 2 月、宮脇仁助教（2008.2.-2013.7.）が着任した。2012 年 3 月、光来准

教授が同教育分野の担当から離任し、2013 年 8 月に宮脇助教が准教授

（2013.8.- ）に昇任した。素子材料工学教育分野では、高性能炭素材におけ

るナノ単位構造の認識、制御による高機能性創製を目的とした炭素材の基礎

と応用、高機能炭素材の新規応用開拓によるリチウムイオン二次電池、スー

パーキャパシタ、燃料電池、および電気自動車等のエネルギー・環境材料と

しての効用を目指す研究が行われてきた。修士課程の学生および博士課程の

学生に対しては、それらの研究を通して、素子材料工学に関する教育が行わ

れた。 
 

（6）連携講座（独立行政法人物質・材料研究機構） 

 

機能物性評価学教育分野 

 機能物性評価学教育分野は、独立行政法人物質・材料研究機構からの連携

講座として、北村健二教授（1998.4.-2007.3.）、羽田肇教授（1998.4.-2013.3.）、

古川保典助教授（1998.4.-2001.3.）が担当となって講座運営が開始された。

2001（平成 13）年 3 月、古川助教授が担当から離任した。2002 年 4 月、栗

村 直
すなお

助教授（2007.4.-2011.3.）が担当となった。2007 年 3 月、北村教授が

担当から離任した。2008 年 4 月、大橋直樹教授（2008.4.- ）が担当に着任
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した。2011 年 3 月、栗村准教授は担当から離任し、4 月に坂口勲准教授

（2011.4.- ）、原徹准教授（2011.4.- ）が担当に着任した。2013 年 3 月に

羽田教授は定年退職により担当から離任し、同年 8 月に高田和則教授

（2013.8.- ）が担当に着任した。機能物性評価学教育分野では、酸化物単結

晶やセラミックスの欠陥構造や界面状態の評価と制御を通して、先端的な

光・電子機能（紫外発光、光波長変換、大容量メモリー等）材料の実現を目

指した研究が行われてきた。修士課程の学生および博士課程の学生に対して

は、それらの研究を通して、機能物性評価学に関する教育が行われた。 
 

（7）産学連携センター 

 

先端機能デバイス領域 

 1999（平成 11）年 4 月より中島寛教授（1999.4.- ）が総合理工学研究科

の兼任指導教員となり、量子プロセス理工学専攻の教育に加わった。この領

域では、Ⅳ族半導体デバイスにおける薄膜形成技術、加工技術、それらを組

合せたデバイス化技術、および半導体薄膜の機能性評価法に関する研究・開

発が行われてきた。修士課程の学生および博士課程の学生に対しては、それ

らの研究を通して、先端機能デバイスに関する教育が行われている。 

 

先端機能材料領域 

 1999（平成 11）年 4 月より桑野範之教授（1999.4.-2012.3.）が総合理工

学研究科の兼任指導教員となり、量子プロセス理工学専攻の教育に加わった。

桑野教授は、2012年 3月に定年退職した。同年 4月に藤野茂教授（2012.4.- ）

がこの領域の担当に着任し、当専攻の教育に加わった。先端機能材料領域で

は、2012 年 3 月まで機能性材料の微細組織解析を通しての機能発現と組織

制御に関する研究が行われ、2012 年 4 月以降は次世代のフォトニクス、エ

レクトロニクス、バイオ分野を支える有機／無機メソポーラス材料と先端機
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能性ガラスに関する研究・開発が行われてきた。修士課程の学生および博士

課程の学生に対しては、それらの研究を通して、先端機能材料に関する教育

が行われている。 

 

フォトニックシステム領域（旧電離気体・レーザー領域） 

 1999（平成 11）年 4 月より電離気体・レーザー領域担当の間瀬淳教授

（1999.4.-2009.3.）が総合理工学研究科の兼任指導教員となり、量子プロセ

ス理工学専攻の教育に加わった。間瀬教授は、2009 年 3 月に定年退職した。

その後任教員として、服部励治教授（2009.8.- ）が 2009 年 8 月より当専攻

の教育に加わった。領域名は、フォトニックシステム領域と変更された。本

領域では、2009 年 3 月までプラズマの物理と光学的応用、およびミリ波デ

バイスの研究とその応用に関連した研究が行われた。2009 年 8 月以降は、

有機ELデバイスや有機TFTなどのデバイス物理研究やアナログ回路設計を

基礎とし、電子ペーパーや有機 EL ディスプレイなどの新規ディスプレイ開

発に関する研究が行われてきた。修士課程の学生および博士課程の学生に対

しては、それらの研究を通して、電離気体・レーザーとフォトニックシステ

ムに関する教育が行われている。 

 

 

第 3 節 学生の動向 
 

（1）修士課程 
 
 1998（平成 10）年度から 2011 年度の間に修士課程に入学した全学生数は

846 名、それに対応する 2012 年度までの修了者数は 815 名である。図 17-5

は、入学者における出身大学の割合を示している。九州大学出身者数は 313

名で、修士課程の学生に対する割合は 37.0%である。九州大学以外の出身者
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数は 533 名で、63.0%である。九州大学以外の内、工業高等専門学校出身者

は 7.3％である。九州大学以外の大学では、熊本大学が占める割合が最も多

く 5.9%、ついで、佐賀大学 5.3%、福岡大学 5.3%、宮崎大学 4.8%、九州工

業大学 4.0%の順となっている。このように、量子プロセス理工学専攻では

様々な大学や工業高等専門学校出身の学生を集めて教育・研究を行っている。 

 

（2）博士後期課程 
 

1998（平成 10）年度から 2011 年度の間に、博士後期課程に進学・入学し

た全学生数は 202 名、一般選抜入学者数は 79 名で、量子プロセス理工学専

攻からの進学者数は 59 名、その他からの入学者数は 20 名である。また、外

国人留学者数は 73 名、社会人入学者数は 50 名である。上記の進・入学生に

対応しての課程博士学位（甲）取得者数は 168 名であり、論文博士（乙）取

得者数は 40 名である。 

図 17-6 に一般選抜入学者数、外国人留学者数、社会人博士課程入学者数

の割合を示す。一般選抜の入学者が 39.1%、外国人留学生が 36.1％である。

 

図 17-5 修士課程入学者の内訳     図 17-6 博士後期課程入学者の内訳
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残りの 24.8%が社会人の入学者である。 

 

（3）学位授与状況 
 
 総合理工学府では、修士の学位として修士（工学）、修士（理学）、修士（学

術）を、博士の学位として博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）を授与

することができる。1998（平成 10）年度から 2012 年度の間における修士修

了生 815 名の内、工学を取得した者は 789 名、理学を取得した者は 26 名で、

修士（工学）の学位を取得した者が約 96.8%を占める。一方、博士号取得者

200 名の内、工学を取得した者は 177 名、理学を取得した者は 14 名、学術

を取得した者は 9 名である。 

 

（4）修了者の進路状況 
 
 1998（平成 10）年度から 2012 年度の間に、修士課程修了生 815 名の内、

60 名（7.4%）が博士後期課程に進学している。就職先企業としては、九州

電力（24 名）をはじめとする各電力会社、三菱電機株式会社（24 名）、トヨ

タ自動車（10 名）、新日本製鐵株式会社（7 名）、旭化成（6 名）、出光興産株

式会社（6 名）、コマツ（5 名）など、大企業に多数就職している。これまで

の就職内定率は、ほぼ 100%である。一方、博士後期課程修了者は、大学を

はじめ国立の研究所や民間会社の研究職に就職している。 
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第 4 節 社会連携と国際交流 
 

（1）主な社会連携 
 
 社会連携について、量子プロセス理工学専攻では、主に個々の教員のレベ

ルで活動してきた。一般市民を対象とした総合理工学府の公開講座は、量子

プロセス理工学専攻と物質理工学専攻とで協同して担当してきており、2001

（平成 13）年度の「21 世紀の夢の科学技術ナノテクノロジーの世界を体験

する」、2004 年度の「地球を守って豊かな生活を―環境にやさしい物質とシ

ステムの開発―」、2007 年度の「センサー技術、最前線」、2010 年度の「グ

リーンエネルギー技術の最前線」、2012 年度の「我が国の未来産業を牽引す

る新材料、新機能」において、量子プロセス理工学専攻の多数の教員が講師

として参画した。高校や高等専門学校への出前講義については、これも個々

の教員レベルで多数実施している。対象は、福岡県修猷館高校、久留米高専、

佐賀県唐津東高校、熊本県済々黌高校、長崎県青雲高校、山口県徳山高校な

ど九州・山口地域にとどまらず、滋賀県守山高校など地域外へも広がりを見

せている。総理工で毎年のように実施している文部科学省スーパーサイエン

スハイスクール事業による福岡県立城南高校生徒に対する授業と実習や、

2008 年度の科研費を基金とした「ひらめき☆ときめきサイエンス～ようこそ

大学の研究室へ～」などの事業により、筑紫地区に中学生・高校生を招いて

研究紹介を行っている。研究成果の一部は、朝日新聞、読売新聞、日刊工業

新聞、日本経済新聞などの新聞をはじめとして、様々な媒体を通じて社会に

発信している。量子プロセス理工学専攻の教員の多くが産業界と緊密な連携

関係にあるため共同研究も盛んで、相手企業は、三菱重工、神戸製鋼、トヨ

タ、マツダ、昭和電工、パナソニック、東芝、九州電力、電源開発、NEC、

NTT、東レなどの多数に及び、これまでに 100 件以上が実施されている。 
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（2）主な国際交流 
 
 国際交流活動もまた、量子プロセス理工学専攻では、主に個々の教員のレ

ベルで行われてきた。外国人の研究者や研修生、留学生の受け入れ実績国は、

アメリカ、ドイツ、イギリス、フランス、スペイン、ロシア、中国、韓国、

台湾、タイ、ミャンマー、インドネシア、ベトナム、マレーシア、オースト

ラリア、バングラデシュ、インド、イラン、サウジアラビア、エジプト、等々、

多数の国におよぶ。International Conference on Solid State Devices and 

Materials 、 International Union of Materials Research Societies- 

International Conference in Asia、International Symposium on Small 

Particles and Inorganic Clusters 、 International Conference on 

Martensitic Transformations 、 International Display Workshops 、

International Symposium on Novel Carbon Resource Sciences など、多彩

な分野の多くの国際会議や国際シンポジウムの運営に関わってきている。ま

た、IEEE Magnetics Society、Energy and Fuels、Materials Science and 

Engineering、Electrochim Acta、International Journal of Applied Ceramic 

Technology などの国際学会や国際的ジャーナルの運営・編集などに貢献して

きている。 
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第 3 章 物質理工学専攻 
 
 
第 1 節 専攻創設までの経緯および沿革 
 
 総合理工学研究科の再編にあたっては、工学部、応用力学研究所および機

能物質科学研究所と協議し、従来の工学部からの 6 協力講座を基幹講座化、

工学研究科応用物理学専攻の基礎となっている工学部共通講座の物質情報学

大講座を総合理工学研究科に振替えて基幹講座化し、応用力学研究所の部門

増に伴う協力講座を 5 講座増設することになった。これにより総合理工学研

究科は、1998（平成 10）年度に量子プロセス理工学専攻、物質理工学専攻、

先端エネルギー理工学専攻、環境エネルギー工学専攻、大気海洋環境システ

ム学専攻の 5 専攻に再編された（図 17-7）。この再編に伴い、基幹講座、協

力講座のいずれも従来の小講座制から大講座制に転換され、さらに学外から

 

図 17-7 再編後の専攻と研究所の協力関係 
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の研究機関の協力を得て、3 つの連携講座が新設された。物質理工学専攻で

は、大講座数を 7 とし、教育分野は基幹講座 7・協力講座 5・連携講座 1 の

計 13 講座でスタートした。その構成は、固体表面科学大講座（表面物質学、

理論物質学）、固体材料設計学大講座（機能材料物性学、機能無機材料工学、

構造材料物性学）、分子物性計測学大講座（高分子材料物性学、分子計測学）、

材料物性学大講座（先端材料強度学）、物質構造化学大講座（構造有機化学、

機能有機化学）、有機合成化学大講座（反応創造化学、精密合成化学）、連携

講座（新素材開発工学）である。なお、1 学年あたりの学生定員は、修士 37

名・博士課程 17 名であった。 

 

 

第 2 節 教育体制の変遷 
 
 物質理工学専攻は、物質に関連する理学と工学を総合的にとらえ、物理、

材料、化学の学問分野を統合した総合的な教育研究を行い、次世代の研究者

ならびに高度専門技術者を養成することを目的とし、物質の高次構造や特異

な反応・機能の計測・解析、新しい有用な機能を持つ物質の創製など、物質

科学本来の目標をさらに探究する一方で、地球上の生命の豊かな営みを保証

するために、新しい物質科学の体系化を推進している。 

 物質理工学専攻のカリキュラムは、幅広い基礎知識と最先端の学問分野の

双方を会得できることを特徴として、再編当初は、基礎科目として 6 つの選

択必修科目を設け、その中から 2 つの科目を選択することにより、大学院で

の研究に必要な基本的な知識の充実を図った（表 17-8）。2000（平成 12）年

度からは、入学する学生の多様化や学生の興味・レベルに対応するために、

自分の将来計画に必要な学問分野を学習できるカリキュラムに大幅な変更を

行った。専攻独自の講義科目として、補完科目（学部で講義がない、あるいは、

講義数が少ない等で十分に教わっていないが大学院で必要な基礎の自習をサポ
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ートする）、基盤科目（一部の専門性の高い学部学科で高年次に勉強している内

容から大学院の講義の初歩をカバーする）、専門科目（専門を深めるために必要

な大学院レベルの講義）を設け、関連授業科目として、総合理工学府共通科

目、インターンシップ科目、他専攻科目、他学府や他大学で開講されている

科目も受講できるようにした（表 17-9）。これら多岐にわたる科目履修は、

総合理工学府の教育目標である「狭い学問領域に閉じこもらない、学際領域

の研究者の育成」に大きく貢献している。博士課程では、「広い学際知識」と

「深い専門性」とに重点を置いた T 型教育を推進するとともに、T 型に「現

場経験型」教育を取り入れたπ型教育を実施し、学術研究分野をリードする

表 17-8 物質理工学専攻の講義科目（1998～1999 年度） 
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ことはもちろんのこと産業分野でも活躍できる実践的な研究人材の育成を進

めている。 

 教育体制も、教員組織の変更や教員の専門性により、変更を行ってきた。

当初の大講座 7、教育分野 13（基幹講座 7・協力講座 5・連携講座 1）から、

1999 年度に先端科学技術共同研究センター（現：産学連携センター）から兼

任指導として、2006 年度に光機能物質学が協力講座として、同年度生命物質

化学が基幹講座として、2009 年度に稲盛フロンティア研究センターから兼任

指導として、2012 年度に教員の基幹教育院への転出に伴い、基幹教育院から 

表 17-9 物質理工学の講義科目（2000 年度以降） 
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表 17-10 物質理工学専攻の教育体制の変遷 
分野 教員名 

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

表  面

物質学

栃原浩 教 授                       定年退職        
水野清義助教授            教 授 

 ** 
中川剛志                            准教授   ** 

理  論

物質学

酒井嘉子教 授       定年退官                         
青木百合子     教 授           ** 

大瀧倫卓助教授 
            

 

量子プロ
セス理工
学へ教授
昇任配置
換 

 

茂木孝一助 手                               ** 

機能材料 
物 性 学 

山添曻 教 授           定年退官                    

三浦則雄助教授 

先端科学
技術共同
研究セン
ターへ教
授昇任配
置換 

   
           

  

島ノ江憲剛助 手 助教授     教 授        ** 

酒井剛 助 手     
転出(宮 
崎大学 
助教授）

   
       

  

木田徹也 准教授
    

 
転出(熊本 
大学教授）

 

湯浅雅賀              助 手 ** 

機能無機

材料工学 

江口浩一教 授   転出(京都 
大学教授)                          

寺岡靖剛    教 授            死 亡 
佐々木一成 

 
助教授     

転出(工学 
部教授) 

 
      

  

永長久寛         准教授       ** 
西堀麻衣子              准教授 

 ** 
関沢好史助 手  退 職                 
菊池隆司

  
助 手 転出(京都 

大学助手)  
          

  
草場一           助 手               退 職       

構造材料 

物 性 学 

阿部弘 教 授             定年退職  

中島英治助教授       教 授 ** 
吉田冬樹助 手 講 師    退 職   

波多聰         
  量子プロ

セスから
准教授昇
任配置換 

    

 

 ** 

古賀和子助 手   退 職 

池田賢一      助 手 ** 

高分子材

料物性学 

根本紀夫教 授 定年退官              
横山士吉 教 授      ** 
塩川浩三助教授 退 職                
高橋良彰    助教授

 

    先導研へ 
配置換 

       ** 

高田晃彦助 手

 

       先導研へ 
配置換 

       ** 
井上振一郎         助 手   退 職      
山本和広 助 教       ** 

分  子 

計 測 学 

小川禎一郎 教 授 定年退官

         
簱野嘉彦 教 授 定年退官

     
原田明 助教授 教 授   

        
** 

古屋謙治助 手 
    

  
助教授   

  
  

転出(基 
幹教育 
院教授）

  

藪下彰啓
      

  
        

准教授 
石岡寿雄助 手

      
** 

先端材料 

強 度 学 

高橋清 教 授 定年退官
    

新川和夫助教授   教 授 ** 
東藤貢 助 手    助教授 ** 
森田康之     助 手 退 職  
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分野 教員名 
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

構造有機

化  学 

又賀駿太郎教 授    定年退職  
友岡克彦     教 授 ** 
THIEMANN.
THIES 助教授    

    

生命物質
化学講座
へ配置換 

 
      

 

園田高明
    

 

反応創造
化学講座
より異動 

  
先導研
へ異動 

 

      
 

伊藤正人     准教授 ** 
澤田剛 助 手   転出(熊本 

大学講師) 
           

 
石井努     助 手 退 職  
井川和宣     助 教 ** 

機能有機

化  学 

森章 教 授    定年退職  
加藤修雄助教授    

 

転出(大阪 
大学教授) 

         
 

初井敏英   講 師 助教授 定年退職  
久保勘二助 手    

   

転出(北海 
道医療大 
学助教授)        

 

反応創造

化  学 

永島英夫教 授    ** 
園田高明助教授 

   

 

構造有機 
化学講座 
へ異動 

 
        

 

本山幸弘    

 

助 手

 

助教授

 
       

転出(豊
田工業大
学教授) 

 
 

松原公紀助 手 
   

 

転出(福
岡大学 
助教授) 

 
         

 

砂田雄輔    助 手 ** 
田原敦士    助 手 

精密合成

化  学 

金政修司教 授    定年退職

新藤充     助教授 教 授 ** 
和田英治助教授    

  

転出(島根 
大学教授) 

        

 

狩野有宏
    

           

総理工
学府へ
配置換 

** 

田中淳二助 手     ** 
松本健司    助 教 ** 

光機能 

物質学 

佐藤治     教 授
転出(理 
学研究院) 

松田亮太郎    

    

助 手

 

転出(京都大
学)  

    

 

金川伸治    

      

助 教

    

転出(理 
学研究院) 

新素材 

開発工学 

吉田章 教 授    退 職
 

徐超男     教 授 ** 
犬養吉成教 授   退 職  
前田英明    教 授 退 職   
菖蒲一久助教授    退 職  
宮崎真佐也    助教授 教 授  ** 
山下健一    准教授  ** 

先端科学

技術共同

研  究 

センター 

三浦則雄 教 授 
(兼任指導)

 
  ** 

陣内和彦 教 授   定年退官
 

斎藤浩  助教授   定年退官  
谷川徹     教 授 ** 

稲盛フロン 
ティア研究 
センター 

松本広重
    

       

教育担当
(教授)     

工学府教 
育担当へ 

分子科学 古屋謙治
    

         

基幹教育 
院教授(兼 
任指導)  

** 

生命物質
化  学 

THIEMANN.
THIES

 
    

    

構造有機
化学講座
より異動   

退 職

 
    

 

中央分析

センター 

坂下寛文助教授    ** 
三浦好典助 手    ** 

留学生 
担当講師 

ジェーム
ズ佳子 

    

         

 配置換
(講師)

 
 ** 
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兼任指導として、それぞれ教育体制に加わった。また、授業担当として中央

分析センターや機能物質科学研究所の教員も加わった。2014 年度では、大講

座 10、教育分野 14（基幹講座 6・協力講座 5・連携講座 1・兼任指導 2）と

なっている（表 17-10）。 

 

 

第 3 節 教育研究内容 
 

物質理工学専攻の各教育分野の教育研究内容は、以下の通りである。 

表面物質学では、固体表面の構造を原子レベルで解き明かし、電子状態や

磁性などの物性評価へと展開することを目標としている。このため、低速電

子回折（LEED）、走査トンネル顕微鏡（STM）、電界イオン顕微鏡（FIM）

などの原子レベルの表面構造解析に適した装置を用いて研究を行っている。 

 理論物質学では、物質の構造・物性・反応を、電子状態理論に基づく量子

化学的手法により原子・分子レベルで解明する方法を開発するとともに、こ

れら独自手法を用いた新機能材料設計を行っている。 

 機能材料物性学では、新規な化学的機能デバイスの創製を目指し、材料の

設計・合成から構造物性等の解析、デバイス構築と特性評価に至る広い範囲

で研究を展開している。 

 機能無機材料工学では、複合金属酸化物を中心とした機能性無機材料の化

学的機能を最大限に利用した新エネルギー技術や環境浄化技術につながる新

しい材料・デバイス・システムに関する教育研究に取り組んでいる。 

 構造材料物性学では、金属、セラミックスおよび半導体の力学的性質を中

心とする諸特性と内部組織の関連を明らかにし、その知見を基に、より優れ

た特性を有する材料の設計指針を提案することに取り組んでいる。 

 高分子材料物性学では、機能性分子・高分子の合成と光電子特性等の物性

解析を中心に研究を進め、先端的な高分子デバイス技術と物質機能の高性能
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化を目指した分子システムテクノロジーの新しい研究分野を切り開くととも

に、高分子系ソフトマターの階層構造とレオロジー的性質を中心とした基礎

物性の解明を、環境調和型材料の設計指針の構築を意識しつつ行っている。 

 分子計測学では、分子の構造・反応・機能を研究するための新しい分光学

的計測法を創案・開発し、物質理工学上で興味深い諸課題の解明に応用する

ことを目的とし、レーザー光・シンクロトロン光を活用した新しい分析化学・

物理化学の展開を目標としている。 

 構造有機化学では、多様なキラル分子の 3 次元的分子設計、不斉合成法の

開発、立体化学挙動の解明と応用、さらに新しい分子変換法について系統的

な研究を行っている。 

 反応創造化学では、錯体化学、有機合成化学をベースに分子触媒のハード

（有機金属錯体合成）とソフト（新規精密合成、精密重合触媒反応）を追究

している。また、次世代分子触媒や新しい機能性物質としての夢がある有機

金属化学を活かしたナノモレキュラーテクノロジーを目指している。 

 精密合成化学では、新規生体作用低分子を設計・合成するとともに、生命

現象の理解と自在制御を研究目標とし、有機合成化学の新規方法論の開拓と

標的化合物の多段階合成などの応用研究を進めている。 

 新素材開発工学では、マイクロリアクターを用いた機能性新素材の開発お

よびセラミックス系機能性新素材の開発を目指して研究を行っている。 

 産学連携センターでは、環境保全、環境計測、新エネルギー開発などに関

連した高性能で実用性の高い新規デバイスの発案・設計・開発・評価、およ

び独自の機能性材料の探索・創製を行っている。 

 分子科学では、分子成長をキーワードとして、実験と計算の両面からイオ

ンやラジカルが関わる素反応過程の徹底理解に取り組んでいる。 
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第 4 節 教育と学生の動向 
 
 物質理工学専攻では、九州大学以外からも多くの学生を受け入れている。

図 17-8 には修士課程の受け入れ状況を示している。年度により多少変動は

あるが、おおよそ 30 人前後の学生を他大学から受け入れており、また 2006

図 17-9 物質理工学専攻博士課程への入学者数とその構成 
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図 17-8 物質理工学専攻修士課程への入学者数とその構成 
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（平成 18）年からは高専からの学生も増加している。留学生は、その人数は

少ないものの数名が在籍をしている。一方、博士課程では、九州大学出身の

学生の占める割合が多く、年度により大きく変動している。さらに、2007

年からは留学生が増加し、2011 年度には 3 分の 1 を超えている（図 17-9）。

博士課程学生の増加は、その教育プログラムが大きく関係しており、例えば

GP や G-COE による支援が有効に働いている。 

 図 17-10 に修士および博士課程修了者数と博士学位授与数を示す。修士修

了学生数は毎年 50名前後であり、2013 年度までに約 800名が修了している。

博士学位授与数は年平均として 10 前後であり、博士課程の定員 17 名を超え

る学位授与は 2008 年度のみである。これは GP プログラムの導入により多

くの修士学生が博士課程に進学したことによる。2008 年度以降は G-COE プ

ログラムによりそれまでの平均値を超える授与数となっている。 

 修士および博士課程修了学生の就職先を表 17-11 および 17-12 に示す。修

士課程では、自動車や重工などの企業が人気であるが、素材や化学を根幹と 

 
図 17-10 修士および博士課程修了者数と博士学位授与数 
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する企業へと幅広く就職していることが特徴である。一方、博士課程では、 

九州大学への就職が多くなっている。これは博士課程修了後にいったん大学 

にてポスドクや研究員として働くケースが多いためで、最終的には企業の研

究所や他大学、国立研究所に勤めている。 

表 17-11 修士課程学生の就職先 
人数 就職先 

25 三菱重工業 

17 マツダ 

14 トヨタ自動車 

12 三菱電機 

10 日産自動車 

9 日立製作所・ホンダ技研工業 

8 京セラ・本田技研工業・神戸製鋼所・凸版印刷・リコー 

7 TOTO 

6 三洋電機・シャープ 

5 旭化成・キャノン・昭和電工・チッソ・東ソー・日産化学工業・日本ガイシ・日立化

成工業・村田製作所 

4 
JFE スチール・旭硝子・三洋化成工業・新日本製鐵・新日鐵住金・スズキ・大日本印

刷・黒崎播磨・電気化学工業・東海ゴム工業・東芝・日本たばこ産業・福岡市職員・

古河電気工業・三井金属工業・三菱樹脂 

3 

JSK・NOK・出光興産・花王・コニカミノルタ・触媒化成・住友金属・セイコーエプ

ソン・ソニーLSI デザイン・ソニーセミコンダクタ九州・ダイソー・帝人・東京エレ

クトロン九州・日本合成化学工業・日本ゼオン・日本精工・日本特殊陶業・日本ペイ

ント・富士ゼロックス・富士通・ブリヂストン・三菱マテリアル 

2 

JX 日鉱日石エネルギー・JX 日鉱日石金属・NEC・YKK・アイシン精機・旭電化工

業・石原産業・大阪ガス・キャタラー・九州松下電器・栗田工業・三栄源エフエフア

イ・ジーエス・ユアサコーポレーション・島津製作所・住友化学・住友金属鉱山・住

友ベークライト・積水化学工業・積水樹脂・セントラル硝子・ソニー国分・ソニー長

崎・ダイセル・ツチヨシ産業電源開発・東海カーボン・東洋製罐・東レ・日揮触媒化

成・日新製鋼・日本カーバイド工業・日本写真印刷・日立造船・フィガロ技研・フジ

コー・ブラザー工業・松下電器産業・松下半導体エンジニアリング・三井化学・三菱

ガス化学・メイテック・横浜ゴム・リンテック・ルネサステクノロジ・ローム 

表 17-12 博士課程学生の就職先 

人数 就職先 

13 九州大学 

6 独立行政法人産業技術総合研究所 

2 新日本製鐵・デンソー・日本学術振興振興会 
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第 4 章 先端エネルギー理工学専攻 
 

 

第 1 節 専攻創設までの経緯および沿革 
 

1998（平成 10）年 4 月、総理工の組織改革・再編成の中で、「物質・エネ

ルギー・環境」の三本柱のうち、「エネルギー」を担う専攻の 1 つとして先

端エネルギー理工学専攻が設置された。エネルギー変換工学専攻の原子力系

3 講座に材料開発工学専攻の 1 講座、それに高エネルギー物質科学専攻の 7

講座が合併され、大講座単位で、基幹講座 2（5 教育分野）と応用力学研究

所からの協力講座 2（7 教育分野）に連携講座 1（1 教育分野）を加えた合計

5 講座（13 教育分野）に再編された。当初の学生定員は修士課程 34 名/博士

後期課程 16 名（2009 年度より 12 名に定員減）であった。 

エネルギー分野に関連した新専攻設立にあたり、全地球規模でのエネルギ

ー問題に対する 1 つの理工学的アプローチとして、環境保全を前提とした新

しい大規模なエネルギー源の開発とその基礎学理の探究を研究・教育の主要

な柱に据えることにした。太陽エネルギー、水素エネルギーなどの多角的利

用が模索されている中で、生産活動を支える大規模・高密度エネルギー源と

しての核エネルギーの活用は不可避的な選択であるという立場に立ち、専攻

設立に向けた検討がなされた。核融合エネルギーは環境保全、埋蔵資源量な

どの点でも有利な条件を備えていることから、すでに大規模な研究が進めら

れている状況にあるが、技術的な障害はきわめて高く、今後さらに英知を結

集し長期的な開発研究を展開すると共に、そのための人材を育成する必要が

ある。また、核分裂エネルギーの利用に関しては、軽水炉技術が広く実用化

しているため成熟した技術であると考えられているが、来世紀の課題として

は安全性を著しく高めた固有安全炉の研究開発などが急務であり、長期的な



第 4 章 先端エネルギー理工学専攻 

17-51 

研究を展開すると共に、そのための人材育成が要請されている。このような

背景の下、核融合、核分裂、水素、太陽などを利用する新型エネルギーの開

発とその基礎学理に関する学際的な教育と研究を行い、21 世紀のエネルギー

問題に指導的な役割を果たす人材を養成することを先端エネルギー理工学専

攻の目的とした。 

設立当初の各講座の教官構成および教育・研究内容を表 17-13 に示す。高

密度エネルギー理工学講座（基幹）は高エネルギー応用力学と極限材料工学

の 2 教育分野で構成され、それぞれ旧高エネルギー物質科学専攻と旧材料開

発工学専攻の小講座である。先端エネルギーシステム開発学講座（基幹）は

旧エネルギー変換工学専攻からの 3 小講座で構成されている。先端エネルギ

ーシステム開発学講座では、3 つの教育分野（核融合システム工学／次世代

核分裂炉システム工学／次世代エネルギーシステム工学）をそれぞれの研究

室単位に割り当てることをせずに講座運営をすることにした。これら 3 教育

分野のうち、西川研究室は、総理工再編時に旧エネルギー変換工学専攻のエ

ネルギー変換機器学講座（福田研究室）に代わり、工学部・旧応用原子核学

科から先端エネルギー理工学専攻に参画することになった。2 つの協力講座、

炉心理工学講座（3 教育分野）と高エネルギー物質理工学講座（4 教育分野）

は、共に高エネルギー物質科学専攻時代からの応用力学研究所の協力講座で

ある。学外の研究機関等の協力を得て新設された連携講座（先端エネルギー

システム学）の客員教員として、(株)日立製作所から西正嗣教授と岡崎隆司

助教授、金属材料技術研究所（現：独立行政法人物質・材料研究機構）から

永川城 正
じょうせい

教授が着任し、常設の基幹・協力講座と併せて専攻の教育研究の一

翼を担うことになった。 

大学院重点化に伴う工学部の再編により、1998 年より応用原子核工学科が

廃止され、エネルギー科学科が新設された。基幹講座の教官の多くは旧応用

原子核工学科の学部教育にも携わっていたため、兼担教官として、エネルギ

ー科学科の学部学生の教育にも関わることになった。 
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表 17-13 専攻発足当時の各講座の教官構成および教育・研究内容 
講座名 教育分野・担当教官 講座の教育・研究内容 

高密度エネ

ルギー理工

学（基幹） 

高エネルギー応用力学 
教 授 河合 良信 

 助教授 篠原俊二郎 
助 手 上田 洋子 

カオス等の非線形波動現象、負イオンプラ
ズマの波動現象、高周波およびマイクロ波
による大口径高密度プラズマの生成とそ
の応用等のプラズマ物理の基礎的諸現象
に関する実験法と測定法について教育と
研究を行う。 

極限材料工学 
教 授 杉崎 昌和 
助教授 橋爪 健一 
助 手 坂本 寛 
助 手 執行 信寛 

核分裂炉・核融合炉などの極限環境下（放
射線、プラズマ、高熱流束などが特徴）で
使用される金属・セラミックス材料および
水素・太陽エネルギー関連材料についての
教育と研究を行う。 

先端エネル

ギーシステ

ム開発学 

（基幹） 

核融合システム工学／次世代
核分裂炉システム工学／次世

代エネルギーシステム工学 
教 授 西川 正史 
助教授 宗像 健三 
助 手 田中 芳久 

核融合炉、核分裂炉および水素、太陽など
を利用する新エネルギーシステムの開発
に必要な要素現象の解明と、要素集合体と
してのシステムの最適化を目的とし、プロ
セス工学の観点からの実験と数値解析に
ついての教育と研究を行う。 

核融合システム工学／次世代

核分裂炉システム工学／次世
代エネルギーシステム工学 

教 授 清水昭比古   
助教授 横峯 健彦 
助 手 井尻 秀信 

分子レベルから連続体のレベルに至る
様々な手法を駆使して、高温、高圧、高速
などの極限環境下の熱・流体現象を制御
し、これを核融合発電や石炭新利用技術な
どの先進的エネルギーシステムの開発に
利用するための教育と研究を行う。 

核融合システム工学／次世代
核分裂炉システム工学／次世

代エネルギーシステム工学 
教 授 中島 秀紀 
助教授 渡辺 幸信 
助 手 鷹尾 良行 
助 手 河野 俊彦 

核融合プラズマの先進的エネルギー変換、
プラズマ推進システム、プラズマ・プロセ
スに関する計算機シミュレーションと実
験、および中性子・陽子などの高エネルギ
ー量子ビーム反応の実験と理論解析に関
する教育と研究を行う。 

炉心理工学

（協力） 

高エネルギープラズマ力学 
教 授 伊藤 智之 
助教授 上瀧恵里子 

核融合の基礎研究を行っている超伝導ト
カマク装置において、プラズマの閉じ込め
等の諸性質、および高温・高密度プラズマ
の定常電流駆動、計測、制御について、実
験および数値解析による教育と研究を行
う。 

核融合プラズマ理工学 
教 授 佐藤浩之助 
助教授 坂本 瑞樹 

核融合炉心プラズマの基礎過程として、プ
ラズマの密度・温度分布、電流分布、ポテ
ンシャル等の効果も含めて、その粒子輸
送・熱輸送・プラズマ乱流現象などの基礎
的解明に関する教育と研究を行う。 

炉心制御学 
教 授 図子 秀樹 
助教授 花田 和明 

非平衡・複雑系としての核融合炉心プラズ
マにおける、揺らぎ成長の内部構造、自己
秩序形成・崩壊の仕組みの解明を目指した
新計測法の開発、新解析手法の考案、超伝
導トカマクプラズマへの適用等に関する
教育と研究を行う。 
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講座名 教育分野・担当教官 講座の教育・研究内容 

高エネルギ

ー物質理工

学（協力） 

エネルギー材料物性学 
教 授 蔵元 英一  
助教授 佃  昇 
助 手 安部 博信 
助 手 大沢 一人 

照射などの高エネルギー密度環境下におけ
る、固体中の欠陥など原子レベルの諸現象、
物性変化を、各種物理手段による実験的研
究、電子論に基礎をおくシミュレーション
などを通して微視的に理解する立場から教
育と研究を行う。 

高エネルギー環境材料学 
教 授 吉田 直亮  
助教授 渡辺 英雄 
助 手 森下 和功 

核融合炉や原子炉で問題となる中性子照射
損傷からイオンプランテーション等に至る
広い分野で問題となる固体の照射損傷の基
礎解明とそれに関する工学的応用について
教育と研究を行う。 

非線形物質運動学 
教 授 伊藤 早苗  

助教授 矢木 雅敏 

高温プラズマの非線形現象、非平衡・複雑
系の構造形成、揺動と輸送、乱流と繰り込
み、ストキャスティシティなどの理論や計
算機シミュレーションを中心に実験解析も
交え、幅広い教育と研究を行う。 

プラズマ材料学 
教 授 中村 一男  

助教授 徳永 和俊 
助 手 牧野 賢一 

核融合炉心プラズマと金属壁の境界にある
周辺プラズマおよびダイバータプラズマに
おける、中性粒子を含むプラズマおよび不
純物イオン輸送、およびプラズマと壁との
相互作用に関する教育と研究を行う。 

先端エネル

ギーシステ

ム学（連携） 

先端エネルギーシステム学 
教 授 西 正嗣 
教 授 永川 城正 
助教授 岡崎 隆司 

核融合などの先端エネルギーの開発におい
て、プラズマの閉じ込めから炉材料に至る
全般的システムの構築における諸プロセス
を有機的な 1 つの学問として捉え、新しい
学問・技術領域を開拓する立場から教育と
研究を行う。 

 
 
第 2 節 教育体制の変遷 
 

 全学的な研究院体制への移行（2000 年度）に伴って、基幹講座の教員は教

員組織である大学院総合理工学研究院のエネルギー理工学部門に属すること

になった。専攻発足時の教育分野の名称が変更になった分野がある。先端エ

ネルギーシステム開発学講座（基幹）の 3 つの教育分野（核融合システム工

学／次世代核分裂炉システム工学／次世代エネルギーシステム工学）は、教

育研究内容を反映させた名称として、それぞれ、エネルギー化学工学、先端

エネルギー熱流動工学（2011.4～ エネルギー物理工学）、プラズマロケット

推進工学（2004.4～ 先端プラズマ・ビーム工学）に変更になった。また、

炉心制御学が先進プラズマ制御学に名称変更された。 
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表 17-14 教育体制の変遷（1998 年 4 月～2012 年 3 月） 

教育分野名および担当教員 
高エネルギー応用力学 
教 授：河合良信（1998.4～2005.3 定年退職）→田中雅慶（2006.1～ ） 
助教授：篠原俊二郎（1998.4～2010.9 退職、東京農工大へ） 
助 手：上田洋子（1998.4～1999.12 退職）→牟田浩司（2002.4～2008.7 退職、

岐阜大へ）→寺坂健一郎（2010.9～ ） 
極限材料工学 
教 授：杉崎昌和（1998.4～2003.3 定年退職）→田邉哲朗（2005.4～2012.3 定年

退職） 
助教授：橋爪健一（1998.4～ ） 
助 手：坂本 寛（1998.4～2003.3 退職、㈱グローバル・ニュークリア・フュエ

ル・ジャパンへ） 
助 手：執行信寛（1998.4～2000.3 工学部へ）→大塚哲平（2000.4～ ） 
エネルギー化学工学 
教 授：西川正史（1998.4～2006.3 定年退職）→深田智（2006.9～ ） 
助教授：宗像健三（1998.4～2009.3 退職、秋田大へ） 
助 手：田中芳久（1998.4～2009.3 定年退職、※2007.4 より准助教） 
助 手：片山一成（2004.4～ ） 
先端エネルギー熱流動工学（2011.4～エネルギー物理工学に変更） 
教 授：清水昭比古（1998.4～2010.3 退職）→渡辺幸信（2010.11～ ） 
助教授：横峯健彦（1998.4～2011.3 退職、京大へ） 
助 手：井尻秀信（1998.4～2002.3、2005.4～2008.3 定年退職、※2007.4 より准

助教） 
助 手：江原真司（2000.4～2009.3 退職、東北大へ） 
プラズマロケット推進工学（2004.4～先端プラズマ・ビーム工学に変更） 
教 授：中島秀紀（1998.4～ ） 
助教授：渡辺幸信（1998.4～2010.11 昇任・分野異動）→山本直嗣（2011.11～ ） 
講 師：梶村好宏（2004.11～2008.4 退職、京大へ） 
助 手：鷹尾良行（1998.4～2001.3 退職、大分高専へ）→井尻秀信（2002.4～2005.3

分野異動） 
助 手：河野俊彦（1998.4～2003.4 退職、米国 LANL へ）→山本直嗣（2004.4～

2011.10 昇任） 
高エネルギープラズマ力学 
教 授：伊藤智之（1998.4～2000.3 定年退職）→花田和明（2001.4～ ） 
助教授：上瀧恵里子（1998.4～ ） 
核融合プラズマ理工学 
教 授：佐藤浩之助（1998.4～2009.3 定年退職）→藤澤彰英（2009.10～ ） 
助教授：坂本瑞樹（1998.4～2010.9 退職、筑波大へ）→永島芳彦（2011.5～ ） 
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炉心制御学（2006.4～先進プラズマ制御学に変更） 
教 授：図子秀樹（1998.4～ ） 
助教授：花田和明（1998.4～2001.3 昇任・分野異動）→出射浩（2003.4～ ） 
エネルギー材料物性学 
教 授：蔵元英一（1998.4～2005.3 定年退職）→矢木雅敏（2006.3～2011.12 退

職、日本原子力研究開発機構へ） 
助教授：佃 昇（1998.4～2006.3 定年退職） 
助 手：安部博信（1998.4～2004.3 定年退職） 
助 手：大沢一人（1998.4～ ） 
高エネルギー環境材料学 
教 授：吉田直亮（1998.4～2009.3 定年退職） 
助教授：渡辺英雄（1998.4～ ） 
助 手：森下和功（1998.4～2000.3 退職、京大へ）→岩切宏友（2000.4～2008.4

退職、琉球大へ） 
非線形物質運動学 
教 授：伊藤早苗（1998.4～ ） 
助教授：矢木雅敏（1998.4～2006.3 昇任・分野異動）→稲垣滋（2008.2～ ） 
助 教：佐々木真（2010.1～ ） 
プラズマ材料学 
教 授：中村一男（1998.4～ ） 
助教授：徳永和俊（1998.4～ ） 
助 手：牧野賢一（1998.4～1999.3 退職）→長谷川真（2000.4～ ） 
先端エネルギーシステム学（連携） 
教 授：西正嗣（1998.4～2000.3）→大塚道夫（2000.4～2007.3）→山田明（2007.4

～2009.3）→伊藤公孝（2009.11～ ） 
教 授：永川城正（1998.4～2010.3）→山本徳和（2010.4～ ） 
助教授：岡崎隆司（1998.4～2007.3）→陰山聡（2007.4～2009.7）→田中謙治（2009.4

～ ） 
 

 各教育分野の教員の変遷を表 17-14 にまとめている。なお、専攻発足時の

助教授や助手の職位は、2007（平成 19）年 4 月から准教授と助教に変更に

なっている。 

連携講座（先端エネルギーシステム学）の発足時の客員教員として、(株)

日立製作所から西正嗣教授と岡崎隆司助教授、金属材料技術研究所（現：(独)

物質・材料研究機構）から永川城正教授が着任した。西正嗣教授の後任とし

て、大塚道夫教授（(株)日立製作所）、山田明教授（三菱重工業(株)）、伊藤公
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孝教授（核融合科学研究所）と交代した。永川城正教授の後任には、山本徳

和教授（物質・材料研究機構）が着任した。岡崎隆司助教授の後任として、

陰山聡准教授（海洋研究開発機構）が着任し、その後、田中謙治准教授（核

融合科学研究所）が担当している。 

担当教員の異動や時代の要請に応じて、専攻発足当時の各教育分野におけ

る教育研究の守備範囲は変容してきた。2012 年 3 月時点での各教育分野の

教育研究内容（学生募集要項より抜粋）を以下に列挙しておく。 

○高エネルギー応用力学（田中雅慶教授、寺坂健一郎助教） 

 プラズマの流れや渦などの構造形成、プラズマ中の波動不安定性と非線形

発展、高周波およびマイクロ波による大口径高密度プラズマの生成と太陽電

池用シリコン薄膜作成の基礎研究など、基礎プラズマ科学の諸現象を解明す

るための教育と研究を行う。 

○極限材料工学（田邉哲朗教授、橋爪健一准教授、大塚哲平助教） 

核融合・水素・太陽等のエネルギー利用を念頭に、極限環境（超高温、放

射線場等）に置かれた材料の応答・物性変化を、材料中の原子・イオン・電

子等のミクロ挙動を通して明らかにし、エネルギー材料開発のための教育と

研究を行う。 

○エネルギー化学工学（深田智教授、片山一成助教） 

化学工学や物質移動を核融合・核分裂炉、水素エネルギーシステム開発と

設計に応用する。複雑なシステムを構成するプロセスや材料の開発、その中

で起こる基本現象の把握を通じ、システム設計、解析を行うための教育と研

究を行う。 

○エネルギー物理工学（渡辺幸信教授） 

 核融合・核分裂炉システムや宇宙機器開発等に関連して、極微スケールの

素粒子・原子核反応で発生した高密度エネルギーが巨視的スケールへ変換・

輸送される物理機構の解明とその応用に関する粒子線物理工学分野の教育と

研究を行う。 
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○先端プラズマ・ビーム工学（中島秀紀教授、山本直嗣准教授） 

 超高温の荷電粒子からなるガス「プラズマ」を、磁場のノズルから噴出し

て推力を生み出す「次世代ロケットエンジン」に関する実験、計算機シミュ

レーション、設計に関する教育と研究を行う。具体的には、イオンエンジン、

ホールスラスタ、レーザー核融合ロケットを研究対象とする 

○高エネルギープラズマ力学（花田和明教授、上瀧恵里子准教授） 

 電磁石を用いた大型プラズマ閉じこめ実験装置を用い、高温プラズマとマ

イクロ波の相互作用により引き起こされる電流駆動の実験を通じて、核融合

炉に必要な技術の開発およびプラズマと波動の相互作用の理解に関する教育

と研究を行う。 

○核融合プラズマ理工学（藤澤彰英教授、永島芳彦准教授） 

 プラズマ科学の基礎的研究から高温プラズマを生成する核融合基礎実験装

置を用いた研究まで幅広い研究テーマに取り組む。主にプラズマ乱流、輸送

現象、計測法開発、非線形データ解析など、極限プラズマに関する教育と研

究を行う。 

○先進プラズマ制御学（図子
ず し

秀樹教授、出射
い で い

浩准教授） 

 球状トカマク QUEST 装置等を用い、核融合プラズマに関する基礎実験を

行う。高温プラズマ内部とプラズマ－壁接触領域での先進電磁波計測・2 次

元可視化計測の開発、それを利用した波動－プラズマ相互作用、高温プラズ

マ閉じ込め、プラズマ－固体・液体相互作用に関する教育と研究を行う。 

○エネルギー材料物性学（矢木雅敏教授、大沢一人助教） 

ITER プラズマの解析、動力炉設計で必要とされる炉心と炉壁表面を結合

するモデルの構築、核燃焼プラズマ統合コードの開発等を通じて、ITER に

貢献できる研究者の育成を目指した教育と研究を行う。 

○高エネルギー環境材料学（渡辺英雄准教授） 

高エネルギーのイオンや中性子が降り注ぐ環境や熱負荷の激しい環境が材

料に与える影響を原子レベルで捉えることによって、その背後にひそむ物理
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メカニズムを研究する。さらにその成果を指針としてこのような環境に耐え

る新材料の開発を目指す。 

○非線形物質運動学（伊藤早苗教授、稲垣滋准教授、佐々木真助教） 

高温プラズマにおいてみられるプラズマ乱流現象、カオス現象、輸送現象、

自己構造形成やそのダイナミックスについて、解析、計算機シミュレーショ

ン、実験および実験データ解析に基づいた幅広い教育と研究を行う。 

○プラズマ材料学（中村一男教授、徳永和俊准教授、長谷川真助教） 

球状トカマク装置 QUEST におけるプラズマ磁気計測・再構成・制御に関

する研究、および材料のプラズマ粒子照射による表面損傷のナノ構造解析を

通じて、将来の核融合炉におけるプラズマ・熱・粒子制御法の構築に関する

教育と研究を行う。 

○先端エネルギーシステム学（連携） 

（山本徳和教授）核融合炉などの先端的エネルギーシステムにおいて、中性

子照射が構造材料の健全性に及ぼす影響を、加速器を用いたシミュレーショ

ン照射実験および発生現象の機構論的検討を通して解明・克服することを目

指す立場から教育と研究を行う。 

（伊藤公孝教授）プラズマ・核融合システムを対象に、e-Science による研

究をおこない、大量の複雑なデータシステムの中から法則を見出す研究や制

御方法を考案する視点から幅広い教育と研究を行う。 

（田中謙治准教授）磁場閉じ込め高温プラズマのレーザーやマイクロ波を用

いた計測手法の開発と、それを用いた物理研究を行っている。実験と開発は

岐阜県土岐市核融合科学研究所の大型ヘリカル装置で行う。 
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第 3 節 教育と学生の動向 
 

（1）専攻教育の概要 
 
先端エネルギー理工学専攻は、3 つのサブグループ（プラズマ系、システ

ム系、材料系）から構成され、核融合や核分裂を利用した先進的高密度エネ

ルギー開発、水素や太陽エネルギー等の新エネルギー開発、それらに関連し

た基礎学理に関する学際的な研究と密接なつながりを持った教育・研究指導

を行っている。基礎と応用にわたる専門知識を習得できる教育カリキュラム

に基づき、基礎学力の充実、幅広い科学的素養と専門知識の修得、課題探究

能力や実践力の強化により、広い視野と創造力を持った次世代の技術者や研

究者を育成している。 

修士課程入学初年度には 3 つの必修科目（プラズマ概論、エネルギー材料

学概論、エネルギーシステム概論）を履修することで、専攻に関連する学問

体系全体を俯瞰できる工夫をしている。参考までに、2012（平成 24）年度

に開講した修士課程授業科目の各サブグループ相互関係を図 17-11 に示す。 

博士後期課程では、国際的に高い水準の研究活動を行う機会を提供し、国

内外で指導的役割を果たす研究者や技術者を育成している。 

グローバル人材育成にも積極的に取り組み、フランスやドイツ等の大学・

研究所の著名な外国人講師による国際交換講義を集中講義形式で開講し、修

士および博士後期課程の学生に対する英語教育についても力を入れている。 

 

（2）修士課程 
 
 1998（平成 10）年 4 月～2012 年 3 月までの 14 年間に、修士課程に入学

した全学生数は 511 名、修了者数は 493 名である。図 17-12 は、入学者にお

ける出身大学の割合を示している。九州大学出身者数は 248 名で、48.5%で
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ある。その内、工学部応用原子核およびエネルギー科学科出身者は 202 名で

九大出身者の 81.5%を占める。他大学出身者数は 263 名であり、修士課程の

学生に対する他大学出身者の割合は 51.5%である。他大学出身者の内、熊本

大学が占める割合が最も多く 6.7%、ついで、鹿児島大学 4.7%、福岡大学 4.5%、

九州工業大学 3.7%、長崎大学 3.1%の順となっている。2008 年度から高等専

門学校対象の推薦入試が始まり、工業高等専門学校専攻科からの入学生が増

加傾向を示している。過去 14 年間の高専からの入学者総数は 27 名（全入学

者に占める割合は 5.3%）で、入学者数が多い順に、久留米工業高専（10 名）、

北九州工業高専（4 名）、宇部工業高専（3 名）、徳山工業高専（2 名）となっ

ている。以上のように、先端エネルギー理工学専攻では主に九州・山口地区

の様々な大学や工業高等専門学校出身の学生を集めて教育を行っている。 

 
 

 
図 17-12 大学別修士課程入学者の割合（1998～2011 年度） 
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（3）博士後期課程 
 
 1998（平成 10）年 4 月から 2012 年 3 月までの 14 年間に、博士後期課程

に進学・入学した全学生数は 88 名、一般選抜入学者数は 59 名で、先端エネ

ルギー理工学専攻（旧エネルギー変換工学専攻・旧高エネルギー物質科学専

攻を含む）からの進学者数は 56 名、その他からの入学者数は 3 名である。

また、外国人留学者数は 22 名、社会人入学者数は 7 名である。図 17-13 に

一般選抜入学者数、外国人留学者数、社会人博士課程入学者数の割合を示す。 

 

（4）学位授与状況 
 
 修士修了生 493 名の内、工学を取得した者は 434 名、理学を取得した者は

57 名、学術を取得した者は 2 名で、修士（工学）の学位を取得した者が全体

の 88%を占める。一方、博士号取得者 90 名の内、課程博士（甲）が 76 名、

論文博士（乙）取得者数は 14 名である。その内、工学を取得した者は 58 名、

理学を取得した者は 27 名、学術を取得した者は 5 名で、博士（工学）の学

位を取得した者が 64%を占める。 

 
図 17-13 博士後期課程入学者の割合 
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（5）修了生の進路状況 
 
 修士課程修了生 493 名の内、46 名（9.3%）が博士後期課程に進学してい

る。修了生は、エネルギー、エレクトロニクス、材料、機械、化学、プラン

トエンジニアリングをはじめ、ソフトウエア、通信、情報等の幅広い分野で

活躍している。主な就職先企業は、三菱重工業（28 名）、東芝（17 名）、マ

ツダ（12 名）、デンソー（11 名）、トヨタ自動車（10 名）、三菱電機（8 名）、

日立製作所（8 名）、日立金属（7 名）、三菱自動車工業（7 名）、川崎重工業

（6 名）、新日本製鐵（6 名）などである。これまでの就職内定率は、ほぼ 100%

である。一方、博士後期課程修了者は、大学（九大・東大・京大・阪大等）

をはじめ国立の研究所（日本原子力研究所（現：日本原子力研究開発機構）、

核融合科学研究所、産業技術総合研究所）や民間企業の研究所（電力中央研

究所等）に就職して、教員や高度専門技術者として活躍している。 

 

 

第 4 節 社会連携と国際交流 
 

（1）社会連携 
 
先端エネルギー理工学専攻の教員による一般市民を対象とした公開講座と

して、「プラズマの拓く未来社会―応用技術と核融合エネルギー」（2008 年 8

月総理工公開講座）、「未来エネルギーとしての核融合」（2009 年 8 月日本学

術会議第三部会、九大）、筑紫キャンパス開放（2011 年 5 月）時の公開セミ

ナー「エネルギーの源・放射線って何」等が開催された。中学・高校や工業

高等専門学校への出前講義にも積極的に協力している。2008（平成 20）年 9

月山口県立徳山高等学校において「プラズマって何だろう」、2012 年には福

岡県立門司高等学校において「21 世紀の宇宙船と宇宙大航海時代」や徳山工
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業高等専門学校において「次世代ロケットエンジンの現状と課題」など、40

件を超える出前講義が実施された。また、2011 年度以降は、スーパーサイエ

ンスハイスクール指定校である福岡県立城南高等学校の先端技術体験講座に

協力している。 

産官学連携研究プロジェクトとして、「レーザー核融合炉落下液体膜ブラン

ケットのトリチウム回収系設計に関する研究」（2007 年度～：核融合科学研

究所）、「液体リチウム中のトリチウム制御法に関する研究」（2009 年度～：

日本原子力研究開発機構）、「イオンエンジングリッド解析ツール検証のため

のイオンエンジン実験研究」（2009～10 年度：宇宙航空研究開発機構）、「宇

宙線中性子起因ソフトエラーシミュレーションに関する研究」（2008～10 年

度：半導体理工学研究センター）等、国立研究所や産業界と多くの共同研究

を行っている。 

 

（2）国際交流 
 
アメリカ、フランス、ドイツ、スウェーデン、インド、ロシア、中国、韓

国をはじめ多くの国々から延べ 100 人を超える外国人研究者を受入れ、活発

に国際交流を行っている。 International Workshop on Bifurcation 

Phenomena in Plasmas（2001.12 福岡）、2nd ITER International Summer 

School in conjunction with the 47th Summer School of JSPF for Young 

Plasma Scientists "Confinement (from device to plasma) "（2008.7 総理工）、

International Congress on Plasma Physics (ICPP2008)（2008.9 福岡）を

含む 30 件近くの国際会議やシンポジウムを主催・共催し、先端エネルギー

理工学分野の研究拠点として国内外に情報発信する役割を果たしている。ま

た、世界の著名な大学・研究所や国際機関との国際共同研究プロジェクトも

積極的に推進しており、これまでに 40 件以上の共同研究が実施された。代

表的な例として、「プラズマの異常輸送理論」（2000 年～、マックスプランク
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研究所）、「日米科学技術協力事業（JUPITER-Ⅱおよび TITAN）」（2001～

11 年、米国アイダホ国立研究所）、Fusion Evaluated Nuclear Data Library 

FENDL-3（2008～11 年、国際原子力機関）、Comparative and joint study of 

steady state operation(SSO) of high temperature plasmas and related 

plasma wall interaction(PWI) on QUEST and EAST（2011～12 年、

Institute of Plasma Physics Chinese Academy of Sciences）、Studies of 

turbulence and transport on edge plasma of HL-2A tokamak（2011 年～、

日中拠点大学交流事業）等がある。 
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第 5 章 環境エネルギー工学専攻 
 

 

第 1 節 専攻創設までの経緯および沿革 
 

1998（平成 10）年 4 月、総理工の組織改革・再編成の中で、「物質・エネ

ルギー・環境」の三本柱のうち、環境およびエネルギーを担う専攻の 1 つと

して環境エネルギー工学専攻が設置された。エネルギー変換工学専攻の機械

系 3 講座と熱エネルギーシステム工学専攻の 7 講座が合併され、基幹の大講

座 2（5 教育分野）と機能物質科学研究所の協力の大講座 2（5 教育分野）を

加えた合計 4 講座（10 教育分野）に再編された。大講座数は 4 で、小講座（教

育分野）単位では、基幹小講座 5・協力小講座 5 で構成されていた。当初の

学生定員は 1 学年あたり修士課程 26 名・博士後期課程 12 名であった。2009

年 4 月の博士後期課程の学生定員の見直しにより、定員は 12 名から 9 名に

変更された。2014 年現在、大講座 3（7 教育分野）で、学生定員 1 学年あた

り修士課程 26 名・博士後期課程 9 名である。 

昨今、環境問題やエネルギー問題が社会のあらゆる分野で大きな話題にな

っている。地球温暖化、オゾン層破壊、酸性雨などの地球規模の問題から、

水や空気の汚染、騒音、各種廃棄物など、現代社会は実にさまざまな問題に

直面している。環境が破壊されても、また、経済活動が衰退しても我々の生

命や日常生活は大きなダメージを受ける。地球全体の環境容量は大きいとは

いえ無限ではない。環境と調和を保ちうるようなエコテクノロジーの創造、

エネルギーと物質の循環を基調とするライフスタイルの確立などが、いま急

務の課題として我々に求められている。 

本専攻は、このような時代の要請に応えるべく、環境エネルギー工学とい

う学際的学問を探究し、その教育を推進することを目的としている。環境エ
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ネルギー工学専攻に関連する学部および学科としては、工学系学部のエネル

ギー科学科、機械工学科、建築学科、環境工学科、化学工学科、応用物理工

学科、理学系学部の物理学科、生活科学部の住居学科など、および工業高等

専門学校専攻科がある。これらの学部学科のそれぞれの専門分野の基礎を学

んだ学生を対象に、大学院において環境エネルギー工学の観点から総合的な

らびに学際的教育を行い、次世代技術を担う人材を育成する。さらに高度の

技術者や研究者を目指す学生には、博士課程に進学し博士の学位を取得する

道を準備している。 

環境エネルギー工学専攻の各小講座（教育分野）では環境負荷の低減や資

源エネルギーの有効利用、省エネルギーなどの技術およびそれらの技術に基

づく環境共生型社会システムの構築に関連する基礎から応用まで、広い範囲

のテーマについて研究を行っている。 

修士課程の 2 年間では、環境エネルギー工学に関する基礎科目や専門科目

など、講義やゼミを中心とする教育がおこなわれ、これらの履修により、環

境や社会システムを視野に入れたエネルギー工学に関する学識を高めること

ができる。これらの知識を応用して実際の研究テーマに取り組む。学生一人

ひとりが指導教官の指導のもとに研究テーマを設定し、最新の設備や装置を

使って研究を行い、修士論文を完成させる。修士論文の研究活動を通してそ

れぞれの学問分野、技術開発の最先端問題に挑戦する喜びを経験する。修了

後の学生の活躍分野としては、電気・発電プラント、エネルギー機器、機械

工業、重工業・自動車・精密機械、化学工業、電力・ガス・エネルギー開発、

建設産業、エネルギー産業、建設・環境設備・設計事務所、鉄鋼・金属産業、

エレクトロニクス産業、電子機器・コンピュータ、製鉄・非鉄金属、プラン

ト・石油・セラミックス、官公庁・大学・研究所などがある。 

発足当時の専攻の構成と講座の教育・研究内容を表 17-15 に、各講座の教

官構成と研究テーマを表 17-16 に示す。流動熱工学大講座（基幹）は、エネ

ルギー流体科学、流体光計測学、熱機関工学の 3 小講座（教育分野）で構成 
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される。エネルギー流体科学、流体光計測学講座は、旧エネルギー変換工学

専攻から基幹講座として再構成された。熱機関工学講座は、総理工再編時に

旧エネルギー変換工学専攻の第四講座エネルギー変換熱力学講座（協力）が、

工学部・旧機械工学科から基幹講座化されたものである。熱環境工学大講座

（基幹）は、都市建築環境工学、熱環境システムの 2 小講座（教育分野）で

構成される。この 2 講座は、熱エネルギーシステム工学専攻から基幹講座と

して移行した。輸送現象学大講座（協力）は、輸送物性計測学、移動速度論

の 2 小講座（教育分野）で構成される。エネルギー有効利用工学大講座（協

力）は、伝熱促進制御学、省エネルギー流体工学、熱エネルギー変換システ

ム学の 3 小講座（教育分野）で構成される。輸送現象学大講座とエネルギー

有効利用工学大講座は、いずれも熱エネルギーシステム工学専攻から移行し

た、機能物質科学研究所からの協力講座である。大学院重点化に伴う工学部

の再編成により、1998 年より応用原子核工学科が廃止され、エネルギー科学

科が新設された。環境エネルギー工学専攻の基幹講座の教官はエネルギー科 

表 17-15 発足当時の専攻の構成と講座の教育・研究内容 

大講座 小講座（教育分野） 教育・研究内容 

流動熱工学 
(基幹） 

エネルギー流体科学 
流体光計測学 
熱機関工学 

地球環境保全の観点に立ち、エネルギーの高効
率利用の促進および新エネルギーシステムの
開発を目的として、圧縮性流体力学、流体光計
測学、熱機関工学に関連する高度の教育研究を
行う。 

熱環境工学 
(基幹） 

都市建築環境工学 
熱環境システム 

居住空間における熱環境形成機構の解明、空調
設備や地域熱供給施設などの熱環境システム
の高効率化により、グローバルな環境共生や生
活環境のアメニティ実現を目的とした研究教
育を行う。 

輸送現象学 

(協力） 
輸送物性計測学 
移動速度論 

環境や種々の工業プロセスで起こっているこ
とは､輸送現象として一般的に取り扱うことが
できる。本講座では、輸送物性や移動速度の解
明および精密な制御のできる技術者および研
究者の育成を目指す。 

エネルギー 

有効利用工学 
(協力） 

伝熱促進制御学 
省エネルギー流体工学 
熱エネルギー変換シ

ステム学 

環境と共生するエネルギー有効利用システム
の構築について熱工学、流体工学を駆使してシ
ステムおよび構成要素機器の高効率化、最適化
を実現できる技術者・研究者の育成を目的とし
ている。 
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表 17-16 発足当時の専攻の教官構成と研究テーマ 

小講座 
（教育分野） 担当教官 研究テーマ 

エネルギー 
流体科学 

教 授松尾一泰 
助教授青木俊之 
助 手半田太郎 

ディフィーザにおける垂直衝撃波と乱流境界層の干
渉 
衝撃波を伴う超音速内部流れの流動機構と振動現象 
気泡を含む管内二相流中の波動 
超音速ジェットにおける衝撃波連成空力騒音 
高速鉄道トンネル内の波動に起因する流体騒音 

流体光計測学 
教 授益田光治 
助教授宮里義昭 
助 手矢野栄宣 

レーザーホログラフィ法による微粒化計測法の開発 
レーザー蛍光法による超音速速噴流の構造解析 
超音速流れ場の感圧塗料可視化法の開発 
遠赤外レーザーによるMHD発電プラズマの測定 
超音速乱流ジェットの数値シミュレーション 

熱機関工学 

教 授高崎講二 
講 師 
Joko Sulistyono 
助 手福吉 正 

高効率・無公害エンジンシステムの開発・試作 
CO2問題を解決するバイオマス燃料の燃焼 
省資源のための超重質燃料の利用技術の開発 
燃料とエンジン性能の数値シミュレーション 
エンジン内燃焼の高速度可視化と画像解析 

都市建築 
環境工学 

教 授片山忠久 
助教授谷本 潤 
助 手萩島 理 

生活空間のサステナブルデザイン 
都市高温化予測のための建築－都市－土壌連成系モ
デルの構築 
‘風通しのよいまちづくり’のための実験と数値解析 
ヒートアイランドの観測 
都市建築環境におけるパッシブクーリング手法の開
発 

熱環境システム 教 授林 徹夫 
助教授龍 有二 

パッシブ住宅（環境共生住宅）の設計手法と評価 
住宅の室温変動・無負荷予測システムの開発 
住宅のライフサイクルアセスメントと居住環境評価 
事務所ビルの熱環境評価と蓄熱空調システムの開発 
建築空調・地域冷暖房設計支援システム 

輸送物性計測学 

教 授藤井丕夫 
助教授富村寿夫 
助 手張 興 

機能性物質の熱物性値の測定 
代替冷媒の輸送物性の測定 
高性能熱交換器の開発と設計法 
高空隙率ポーラス金属媒体を内蔵した高性能潜熱蓄
熱装置の開発 
電子機器の冷却 
超音波の熱工学的応用 
生体における熱移動現象 

移動速度論 

教 授尾添紘之 
助教授柿本浩一 
助 手田川俊夫 

流動流体への磁場印加効果、自然対流関連諸問題 
磁場印加Cz 法単結晶成長のマクロ・ミクロ特性 
環境熱流動現象（成層流、メゾスケール気象） 
シリコン中の不純物原子の分子動力学法解析 
気液二相流、耐火性管内燃焼 

伝熱促進制御学 
教 授本田博司 
助教授高松 洋 
助 手山城 光 

蒸気圧縮式冷凍・空調システムの沸騰・凝縮促進技術 
吸収式冷凍・空調システムの伝熱促進技術 
廃熱回収熱交換器の伝熱促進技術 
高機能材料製造プロセスの伝熱促進・制御 
電子素子の浸漬沸騰冷却技術 
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省エネルギー 
流体工学 

教 授速水 洋 
助教授高曽 徹 
助手荒巻森一朗 

代替フロン遷音速遠心圧縮機の開発研究 
流れの可視化法、PIV、L2F の開発と応用  
微粒子の流動が誘起する流れ／乱流混合 
複雑乱流中の渦構造／渦力学の研究  
振動平板によるキャビティ内流れの解析 

熱エネルギー 
変換システム学 

教 授小山 繁 
助教授兪 堅 
助 手桑原 憲 

混合冷媒の相変化伝熱流動機構の解明 
超臨界流体の伝熱流動機構の解明 
熱伝達および物質伝達促進技術 
自然系作動媒体用高性能熱交換器の開発 
環境調和型ヒートポンプ・冷凍システム 

 

学科の兼担教官として、学部学生の教育にも関わることになった。2006 年の

機能物質科学研究所との人事交流により、エネルギー有効利用工学大講座の

省エネルギー流体工学、熱エネルギー変換システム学の 2 小講座（教育分野）

が基幹講座化された。 

 
 
第 2 節 教育体制の変遷 
 

 1998（平成 10）年の環境エネルギー工学専攻発足時の教官構成（教育体

制）を表 17-5-2 に示した。ここではその後の教育体制の変遷について述べる。

助教授、助手などの職位は、2007 年 4 月より准教授、助教などに変更され

ている。 

 

エネルギー流体科学講座（教育分野） 

 エネルギー流体科学講座は、松尾一泰教授、青木俊之助教授、半田太郎助

手によって開始された。2002（平成 14）年 3 月、松尾一泰教授が退官し、

同年 12 月に青木俊之助教授が教授に昇任し、現在に至る。2003 年 10 月、

半田太郎助手が助教授に昇任し、現在に至る。与那嶺牧子助手が 2006 年 4

月着任し、その後 2010 年 10 月、琉球大学に転出した。 
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流体光計測学講座（教育分野） 

 流体光計測学講座は、益田光治教授、宮里義昭助教授、矢野栄宣
ひでのぶ

助手によ

って開始された。2006（平成 18）年 3 月、宮里義昭助教授が北九州市立大

学に転出し、矢野栄宣助手は定年退職した。2010 年 3 月、益田光治教授は

定年退職した。 
 

熱機関工学講座（教育分野） 

 熱機関工学講座は、高崎講二教授、ジョコ・スリステイヨノ（Joko 

Sulistyono）講師、福吉正助手によって開始された。1999（平成 11）年 9

月、Joko Sulistyono 講師と福吉正助手が転出した。同年 10 月、田島博士助

教授が着任し、現在に至っている。同年 10 月、中島政吉助手が着任し、2008

年 3 月、定年退職した。2011 年 4 月、鶴大輔助教が着任し、現在に至る。 

 

都市建築環境工学講座（教育分野） 

 都市建築環境工学講座は、片山忠久教授、谷本潤助教授、萩島理
あや

助手によ

って開始された。2002（平成 14）年 3 月、片山忠久教授が退官した。2003

年 7 月、谷本潤助教授が教授に昇任し、現在に至る。2004 年 4 月、萩島理

助手が助教授に昇任し、現在に至る。2011 年 12 月、池谷直樹助教が着任し、

現在に至る。 
 

熱環境システム講座（教育分野） 

 熱環境システム講座は、林徹夫教授、龍有二助教授によって開始された。

1999（平成 11）年 4 月、野村幸司が助手に着任し、現在に至る。2000 年 3

月、龍有二助教授が北九州市立大学に転出した。2001 年 5 月、小島昌一助

教授が着任し、その後 2004 年 3 月、佐賀大学に転出した。2007 年 4 月、伊

藤一秀准教授が着任し、現在に至る。 
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輸送物性計測学講座（教育分野） 

 輸送物性計測学講座は、藤井丕夫
も と お

教授、富村寿夫助教授、張興助手によっ

て開始された。2001（平成 13）年 4 月、藤原誠之助手が着任し、2002 年 3

月、転出した。2002 年 3 月、張興助手が転出した。2007 年 3 月、藤井丕夫

教授が定年退職した。富村寿夫准教授が 2009 年 3 月、熊本大学に転出した。

現在、本協力講座は解消されている。 
 

移動速度論講座（教育分野） 

 移動速度論講座は、尾添紘之教授、柿本浩一助教授、田川俊夫助手によっ

て開始された。2001（平成 13）年 3 月、柿本浩一助教授が応用力学研究所

に転出した。2002 年 4 月、金田昌之助手が着任し、2004 年 3 月、転出した。

2005 年 3 月、田川俊夫助手が転出した。2005 年 3 月、尾添紘之教授が定年

退職した。現在、本協力講座は解消されている。 

 

伝熱促進制御学講座（教育分野） 

 伝熱促進制御学講座は、本田博司教授、高松洋助教授によって開始された。

1999（平成 11）年 4 月、王華生助手が着任し、2001 年 9 月、転出した。山

城光助手が、2000 年 4 月に着任し、2005 年 3 月に熱エネルギー変換システ

ム学講座に異動している。2004 年 3 月、本田博司教授が定年退官した。高

松洋助教授が、2005 年 3 月転出した。現在、本協力講座は解消されている。 

 

省エネルギー流体工学講座（教育分野） 

 省エネルギー流体工学講座は、速水洋教授、高曽
こ う そ

徹助教授、荒巻森一朗助

手によって開始された。2008 （平成 20）年 3 月、速水洋教授が定年退職し

た。本講座は、2006 年の機能物質科学研究所との人事交流により基幹講座化

され、研究院所属は、エネルギー物質科学部門物質エネルギー応用工学講座

となった。 
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熱エネルギー変換システム学講座（教育分野） 

 熱エネルギー変換システム学講座は、小山繁教授、兪堅助教授、桑原憲助

手によって開始された。2000（平成 12）年 8 月、兪堅助教授が転出した。

シャハ・ビデュット・バラン（Saha Bidyut Baran）助教授が 2001 年 4 月

着任し、2008 年 3 月転出した。山城光助手が 2005 年 4 月着任し、2006 年

3 月転出した。2009 年 3 月、桑原憲助手が退職した。2011 年 4 月、宮崎隆

彦准教授が着任し、現在に至る。本講座は、2006 年の機能物質科学研究所と

の人事交流により基幹講座化され、研究院所属は、エネルギー物質科学部門

物質エネルギー応用工学講座となった。 

 

 

第 3 節 学生の動向 
 

（1）修士課程 
 
 1998（平成 10）年 4 月～2014 年 4 月に、修士課程に入学した全学生数は、

576 名、修了者数は 566 名である。修了者のうち九州大学出身者数は 292 名

で、51.5%である。その内、工学部エネルギー科学科出身者は 186 名で九大

出身者の 63.7%を占める。他大学出身者数は 238 名であり、修士課程を修了

した学生に占める他大学出身者の割合は 42.0%である。他大学出身者の数は、

熊本大学からの入学者が最も多く 42 名、ついで、福岡大学 29 名、佐賀大学

21 名、大分大学および鹿児島大学の 13 名、九州工業大学、北九州市立大学、

宮崎大学および琉球大学の 9 名、長崎大学および同志社大学の 8 名の順とな

っている。2008 年度から工業高等専門学校対象の推薦入試が始まり、工業高

等専門学校専攻科からの入学生が増加傾向を示している。2013 年度までの高

専からの入学生総数は 29 名で、全入学者に占める割合は 5.0%である。入学

者数は多い順に、鹿児島高専の 5 名、久留米高専、徳山高専、大分高専およ
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び八代高専の 4 名、北九州高専および佐世保高専の 2 名となっている。環境

エネルギー工学専攻では九州地区に限らず様々な大学や工業高等専門学校出

身の学生を集めて教育を行っている。 

 

（2）博士後期課程 
 
 1998（平成 10）年 4 月～2014 年 4 月に、博士後期課程に進学・入学した

全学生数は 107 名、環境エネルギー工学専攻（旧エネルギー変換工学専攻お

よび熱エネルギーシステム工学専攻を含む）からの進学者数は 30 名、九州

大学の他研究科・学府からの入学者数は 16 名である。また、外国人留学生

数は 44 名、社会人入学者数は 35 名である。博士課程修了者の博士学位（甲）

取得者数は 62 名である。 

 

（3）学位授与状況 
 
 環境エネルギー工学専攻では、修士の学位として修士（工学）、修士（理学）、

修士（学術）を、博士の学位として博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）

を授与することができる。1998（平成 10）年度～2012 年度に、工学修士の

学位を取得した修了生は 539 名である。また、博士学位（甲）取得者数は 62

名である。 

 

（4）修了者の進路状況 
 
 1999（平成 11）年度～2012年度の修士課程修了生 470名の内、23名（4.9%）

が博士後期課程に進学している。就職先企業としては、三菱重工業（53 名）、

トヨタ自動車（27 名）、本田技研工業（19 名）、デンソー（15 名）、TOTO

（12 名）、九州電力（11 名）、三菱電機（10 名）、川崎重工業（7 名）、新日
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鐵住金（7 名）、日産自動車（7 名）、東芝（6 名）、神戸製鋼所（4 名）、日立

製作所（2 名）をはじめとする大企業に就職している。これまでの就職内定

率は、ほぼ 100%である。また、博士後期課程修了者は、大学をはじめ産業

技術総合研究所、三菱重工長崎研究所、日立機械研究所など、国立の研究所

や民間の研究所に就職している。 

 

 

第 4 節 社会連携と国際交流 
 

（1）主な社会連携 
 
 環境エネルギー工学専攻が中心となって開催した一般市民を対象とした公

開講座は、2005（平成 17）年度に「環境問題と持続可能社会―環境問題か

ら大量エネルギー消費社会を考える―」、2009 年度に「環境と共に生きる社

会の構築と省エネルギー技術」などがある。高校や高等専門学校への出前講

義も数多く行われている。また、2011 年度以降は、スーパーサイエンスハイ

スクール指定校である福岡県立城南高等学校の先端技術体験講座にも協力し

ている。 

 

（2）主な国際交流 
 
 中国、韓国をはじめ多くの国々から外国人研究者を受入れ、活発に国際交

流を行っている。流動熱工学講座では、ドイツの大学との大学院生交換留学

を毎年実施しており、この 14 年間で派遣 30 名、受入れも 10 名以上を数え

る。 
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第 6 章 大気海洋環境システム学専攻 
 

 

第 1 節 専攻創設までの経緯および沿革 
 

 大気海洋環境システム学専攻の母体である応用力学研究所では、1970 年代

海洋理工学の本格的な研究が始まった。その研究成果を教育面でも活かそう

という気運が高まり、関係者の間で海洋理工学関連専攻の構想が浮上した。

当時、専攻の名称は決まっておらず、自然災害、公害、海洋開発、宇宙開発

などがキーワードになっていた。1980 年代に入ると異常気象やグローバルな

環境問題が顕在化し、持続可能な社会の発展に対する人類の英知の結集と、

これらの問題を解決しうる人材育成の必要性が高まった。専攻組織について

は、学内理工系関係者の間で活発な情報交換が行われたが、最終的には応用

力学研究所が中心になって大学院総合理工学研究科の中に設置することとな

った。1986（昭和 61）年 5 月には、地球圏計測科学専攻の構想が立ち上が

った。1987 年 11 月には、地球圏システム学専攻の構想に変わり、1989（平

成元）年 3 月には、地球圏システム学専攻設置準備委員会が設置された。紆

余曲折の後、専攻名称は大気海洋環境システム学となり、1989 年 8 月、大

気海洋環境システム学専攻設置準備委員会（委員長：光易教授、委員：齋藤

教授、神田教授、吉永教授、富田教授、伊藤教授、中村教授、竹松教授、本

地教授、大楠教授、小寺山教授、及川教授）が発足した。 

 1990 年 4 月 1 日、生物生存圏として地球環境の大部分を占める大気圏と

海洋圏に関する基礎学理の探究と調和的開発利用を目指した教育研究分野と

して、「大気海洋環境システム学専攻」が、大学院総合理工学研究科の第 7

番目の専攻として設置された。大気海洋環境システム学専攻は、基幹講座と

して流体圏システム学講座と海面環境工学講座の 2 講座に、協力講座として
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応用力学研究所からの 7 講座（海洋システム工学、海中機器制御工学、大気

工学、海洋大気循環力学、大気海洋計測学、流体波動学、大気海洋境界力学）

が加わり、9 講座体制でスタートした。また、修士課程の学生定員は基幹講

座各 5 名・協力講座各 2 名の計 24 名であった。もっとも、その年の予算成

立は 6 月 8 日までずれ込んだため、教官人事等は同日付になった。入試も 4

月 16 日という変則的な時期に実施され、5 月 7 日の入学式で全国の大学から

大学院総合理工学研究科大気海洋環境システム学専攻修士課程の第 1 期生

16 人が入学した。1992 年 4 月には学生定員 11 人の博士後期課程が発足し、

専攻の体制が整った。 

 専攻設置以来の懸案事項は専攻棟の建設であった。発足当初は、母体であ

る応用力学研究所内に間借りして運営していたが、1991 年 4 月に基幹講座

および専攻事務室は高エネルギー物質科学専攻棟に居室を移すとともに、材

料開発工学専攻および情報システム学専攻棟にも実験室などを借用して教育

研究を行った。1993 年度の概算要求で本専攻棟の建物要求が認められ、1994

年 9 月に現在の大気海洋環境システム学専攻棟（6 階建て、延床面積 3581m2）

が竣工した。これにより、本専攻棟内での講義や専攻行事が可能となり、実

質的に独立した専攻運営が開始した。 

 大気海洋環境システム学専攻は、1998 年度の大学院総合理工学研究科の改

組によって拡充され、4 大講座 13 教育分野で構成されることになった。流体

環境学講座は、大学院総合理工学研究科に所属する教員から構成された基幹

講座であり、複雑系物理学、環境流体科学、沿岸海洋環境学の 3 教育分野か

ら構成されることになった。環境基礎解析学講座は、非線形波動、回転成層

流体力学、海洋システム力学の 3 教育分野から、環境計測学講座は大気変動

学、海洋環境計測学、海洋情報解析学、海中機器制御の 4 教育分野から、環

境予測学講座は、海洋循環力学、海洋変動力学、大気海洋モデリングの 3 教

育分野から構成されることになった。改組に伴い、修士課程の学生定員は 30

名、博士後期課程の定員は 14 名に増加した。これを受けて大気海洋環境シ
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ステム学専攻は、大気・海洋等の地球流体と宇宙流体の動態に関する基礎的

研究から、環境計測・環境予測・環境保全にわたる広範囲のテーマに関する

教育研究を目指す専攻となった。2000 年 4 月、全学的に学府・研究院制度

が導入され、大気海洋環境システム学専攻の学生は大学院総合理工学府に所

属し、基幹講座の教員は大学院総合理工学研究院に所属することとなった。

2005 年 4 月に独立行政法人海洋研究開発機構との連携講座として、海洋機

器開発教育分野を設置し、現在の 4 大講座 14 教育分野体制が整った。2009

年 4 月、九州大学における博士後期課程学生定員の見直しにより、大気海洋

環境システム学専攻の定員は 14 名から 11 名に変更された。その後、教員の

移動に伴い、2010 年度には、複雑系物理学が宇宙流体環境学に、環境情報解

析学が海洋環境解析学に、翌 2011 年度には、大気変動学が大気環境モデリ

ングに、回転成層流体力学が大気物理に教育分野名を変更し、教育研究のよ

り一層の充実を図った。 

 

 

第 2 節 教育体制の変遷 
 

（1）改組以前 

 

流体圏システム学講座 

 流体圏システム学講座は、本地弘之教授（1990.4.-1998.3.）と金子新助教

授（1990.4.-1991.9.）によって開始された。1991（平成 3）年 9 月、金子助

教授が広島大学に転出し、後任として松永信博助教授（1991.9.-1998.3.）が

着任した。ついで、杉原裕司助手（1992.4.-1998.3.）が 1992 年 4 月に着任

した。流体圏システム学講座では、大気、海洋、陸水などの環境流体中に生

ずる様々な流れ現象の解明と環境保全対策の研究を通して、環境流体力学に

関する教育が行われた。 
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海面環境工学講座 

 海面環境工学講座は、経塚雄策教授（1990.4.-1998.3.）と久保川厚助教授

（1990.4.-1994.3.）によって開始された。1994（平成 6）年 3 月、久保川助

教授は北海道大学に転出した。後任として磯辺篤彦助教授（1994.11.-1998.3.）

が 1994 年 11 月に着任した。1995 年 5 月、胡長洪助手（1995.5.-1996.3.）

が着任したが、翌年 3 月に工学部に転出した。1997 年 6 月、濱田孝治助手

（1997.6.-1998.3.）が着任した。海面環境工学講座では、沿岸海域の流れと

物質循環の研究、水質および生態系に至る科学的・生物学的研究を通して、

沿岸海洋環境学に関する教育が行われた。 

 

海洋システム工学講座 

 海洋システム工学講座は、大楠 丹
まこと

教授（1990.4.-1998.3.）、柏木正助教授

（1990.4.-1998.3.）、荒川廣行助手（1990.4.-1998.3.）によって開始された。

海洋システム工学講座では、海上空港などの超大型浮体式海洋構造物の研究

を通して、流体力学、構造力学、制御工学、機械力学、環境学から成る総合

工学に基づいた教育が行われた。 
 

海中機器制御工学講座 

 海中機器制御工学講座は、小寺山亘教授（1990.4.-1998.3.）、草場忠夫助

教授（1990.4.-1992.3.）、中村昌彦助手（1990.4.-1992.3.）、堀勉助手

（1990.4.-1991.3.）によって開始された。翌年 3 月、堀助手は長崎総合科学

大学に転出した。1992（平成 4）年 3 月、草場助教授は大気海洋計測学講座

担当に異動となった。1992 年 4 月、中村助手が助教授に昇任した。海中機

器制御工学講座では、海中環境計測システムの研究開発や海底資源探査ロボ

ットの研究開発を通して、海中機器の制御システムに関する教育が行われた。 
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大気工学講座 

 大気工学講座は、中村泰治教授（1990.4.-1995.3.）、大屋裕二助教授

（1990.4.-1997.3.）、小園茂平助手（1990.4.-1997.3.）、平田勝哉助手

（1990.4.-1993.3.）によって開始された。1993（平成 5）年 3 月、平田助手

は同志社大学に転出した。中村教授は 1995 年 3 月に定年退官した。1997 年

4 月、大屋助教授と小園助手は工学研究科担当に異動となった。その後、辰

野正和助教授（1997.4.-1998.3.）、天本肇助手（1997.4.-1998.3.）、烏谷隆助

手（1997.4.-1998.3.）が着任し、講座運営に当たった。大気工学講座では、

大気境界層内の成層乱流特性の研究、物体空力特性および局地風況特性の研

究を通して、大気環境工学に関する教育が行われた。 

 

海洋大気循環力学講座 

 海洋大気循環力学講座は、竹松正樹教授（1990.4.-1998.3.）、尹
ユン

宗 煥
ジョンファン

助

教授（1990.4.-1997.6.）によって開始された。金
キム

哲鎬
チョルホ

助手（1994.1.-1997.6.）

が 1994（平成 6）年 1 月に着任した。1997 年 6 月、金助手は韓国国立海洋

研究所に転出した。1997 年 7 月、尹助教授は教授に昇任し、A. G. オストロ

フスキー助教授（1997.9.-1998.3.）が 1997 年 9 月に着任した。海洋大気循

環力学講座では、「ミニ大洋」と位置づけられた日本海を対象とした海洋循環

の研究を通して、地球規模の海洋大循環システムに関する教育が行われた。 
 

大気海洋計測学講座 

 大気海洋計測学講座は、植田洋匡教授（1990.4.-1997.3.）、水野信二郎助

教授（1990.4.-1992.3.）によって開始された。上原克人助手（1991.11.-1998.3.）

が 1991（平成 3）年 11 月に着任した。1997 年 3 月、植田教授は京都大学に

転出した。1992 年 3 月、水野助教授は広島工業大学に転出した。1992 年 4

月、草場忠夫助教授（1992.4.-1998.3.）が海中機器制御工学講座担当から大

気海洋計測学講座担当に異動となった。大気海洋計測学講座では、大気境界
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層の構造および乱流輸送特性の研究、密度成層した大気の流動および波動特

性の研究、大気汚染長距離輸送と地球大気循環の研究を通して、大気環境学

に関する教育が行われた。 

 

流体波動学講座 

 流体波動学講座は、及川正行教授（1990.4.-1998.3.）、船越満明助教授

（ 1990.4.-1995.3. ）、 井 上 進 助 手 （ 1990.4.-1994.3. ）、 岡 村 誠 助 手

（1990.4.-1997.2.）によって開始された。井上助手は、1994（平成 6）年 3

月に定年退官した。1995 年 3 月、船越助教授は京都大学に転出した。辻英

一助手（1995.9.-1998.3.）が、1995 年 9 月に着任した。1997 年 3 月、岡村

助手は助教授に昇任した。流体波動学講座では、流体中に生起する様々な不

安定現象、波動現象、非線形現象の研究を通して、流体波動学に関する教育

が行われた。 

 

大気海洋境界力学講座 

 大気海洋境界力学講座は、光易
みつやす

恒教授（1990.4.-1992.3.）、山形俊男助教

授（1990.4.-1991.9.）、馬谷紳一郎助手（1990.4.-1998.3.）によって開始さ

れた。1991（平成 3）年 9 月、山形助教授は東京大学に転出した。光易教授

は、1992 年 3 月に定年退官した。今脇資郎教授（1992.4-1998.3.）と A. G. 

オストロフスキー助教授（1992.4.-1997.8.）が、1992 年 4 月に着任した。

1997 年 9 月、オストロフスキー助教授は海洋大気循環力学講座担当に異動

となった。市川香助教授（1997.12.-1998.3.）が 1997 年 12 月に着任した。

大気海洋境界力学講座では、大気海洋の海面境界に生起する諸現象の力学的

研究を通して、海面境界における種々の物理過程に関する教育が行われた。 
 

専攻事務室 

 大気海洋環境システム学専攻が設立された 1990（平成 2）年 4 月から事務
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補佐員として横林晴美（1990.4.-1998.3.）が着任し、専攻に関係する学務全

般に従事した。 

 

（2）改組以後 
 

流体環境学講座 

宇宙流体環境学教育分野（旧複雑系物理学教育分野） 

 複雑系物理学教育分野は、1998（平成 10）年 4 月に新設されたもので、

工学研究科から太田正之輔教授（ 1998.4.-2009.3.）と羽田亨助教授

（1998.4.-2010.12.）が着任して開始された。松清修一助手（2004.7.- ）が、

2004 年 7 月に着任した。太田教授は、2009 年 3 月に定年退職した。2010

年 4 月、教育分野名が複雑系物理学から宇宙流体環境学に変更された。2011

年 1 月、羽田助教授は教授に昇任した。複雑系物理学教育分野においては、

フラクタル構造成長機構の研究や宇宙プラズマ中の非線形現象の研究を通し

て、複雑系物理学の教育が行われた。宇宙流体環境学教育分野になってから

は、宇宙プラズマ中の波動や乱流現象の研究、天体衝撃波と宇宙線加速の研

究、またプラズマ推進機関の研究などを通して、宇宙流体環境学の教育が行

われている。 

 

環境流体科学教育分野 

 環境流体科学教育分野は、流体圏システム学講座が名称変更したもので、

本地弘之教授（1998.4.-2002.3.）、松永信博助教授（1998.4.-2002.7.）、杉原

裕司助手（1998.4.-2003.2.）の教育体制で開始された。本地教授は 2002（平

成 14）年 3 月に定年退官し、同年 8 月、松永助教授が教授に昇任した。また、

2003 年 3 月、杉原助手が准教授に昇任した。環境流体科学教育分野では、

沿岸域の水質環境特性と環境保全の研究や、都市大気の環境特性と環境保全

の研究など、生活圏の流体環境を対象とした研究を通して、環境流体科学に
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関する教育が行われている。 

 

沿岸海洋環境学教育分野 

 沿岸海洋環境学教育分野は、海面環境工学講座が名称変更したもので、経

塚雄策教授（1998.4.- ）、磯辺篤彦助教授（1998.4.-2008.3.）、濱田孝治助

手（1998.4.-2005.9.）の教育体制で開始された。2005（平成 17）年 9 月、

濱田助手は佐賀大学に転出、2008 年 3 月、磯辺准教授は愛媛大学に転出し

た。山口創一助手（2010.4.- ）が 2010 年 4 月着任した。沿岸海洋環境学教

育分野では、潮流・海流発電、洋上風力発電の技術開発研究や有明海の海洋

環境評価と予測に関する研究を通して、沿岸海洋環境学に関する教育が行わ

れている。 

 

環境基礎解析学講座 

非線形波動教育分野 

 非線形波動教育分野は、流体波動学講座が名称変更したもので、及川正行

教授（1998.4.-2010.3.）、岡村誠助教授（1998.4.- ）、辻英一助手（1998.4.- ）

の教育体制で開始された。及川教授は、2010（平成 22）年 3 月に定年退職

した。非線形波動教育分野では、流体中に生起する様々な非線形波動の研究

や流体中のカオス・乱流・パターン形成の研究を通して、流体物理に関する

教育が行われている。 

 

大気物理教育分野（旧回転成層流体力学教育分野） 

 回転成層流体力学教育分野は、1998（平成 10）年 4 月に新設されたもの

で、和方吉信教授（1998.4.-2010.3.）と伊賀啓太助教授（1998.4.-2004.1.）

が着任して運営が開始された。2004 年 1 月、伊賀助教授は東京大学に転出

した。山本勝助教授（2005.9.- ）が 2005 年 9 月に着任した。2010 年 4 月、

和方教授は海洋環境解析学教育分野担当に異動となった。佐藤可織助教
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（2010.2.- ）が 2010 年 2 月に、岡本 創
はじめ

教授（2010.5.- ）が同年 5 月に着

任した。2011 年 4 月、教育分野名が回転成層流体力学から大気物理教育分野

に変更された。江口菜穂助教（2011.7.- ）が 2011 年 7 月に着任した。回転

成層流体力学教育分野では、大気海洋大循環モデルを用いた気候変動の研究

や金星中層大気循環の研究を通して、回転場における成層流体力学に関する

教育が行われた。大気物理教育分野になってからは、気候システムにおける

雲とエアロゾルの役割解明に関する研究、地球観測衛星搭載のミリ波レーダ

やライダを用いた独自の解析手法や新しい観測技術に関する研究、東アジア

縁辺海域の研究を通して、メソスケールから全球スケールに及ぶ大気物理学

に関する教育が行われている。 
 

海洋システム力学教育分野 

 海洋システム力学教育分野は、海洋システム工学講座が名称変更したもの

で、大楠 丹
まこと

教授（1998.4.-2001.3.）、柏木正助教授（1998.4.-2001.8.）、荒

川廣行助手（1998.4.-2002.3.）の教育体制で開始された。大楠教授が 2001

（平成 13）年 3 月に定年退官し、2001 年 9 月、柏木助教授が教授に昇任し

た。荒川助手が、2002 年 3 月に定年退官した。胡長洪助教授（2002.4.- ）

が 2002 年 4 月に、末吉誠助手（2004.4.- ）が 2004 年 4 月に着任した。2008

年 4 月に、柏木教授は大阪大学に転出した。海洋システム力学教育分野では、

超大型浮体式海洋システムの流力弾性問題の研究や洋上風力発電用浮体の波

浪安全性と最適設計の研究を通して、数値流体力学や海洋エネルギー工学に

関する教育が行われている。 
 

環境計測学講座 

大気環境モデリング教育分野（旧大気変動学教育分野） 

 大気変動学教育分野は、大気工学講座が名称変更したもので、鵜野伊津志

教授（1998.4.- ）が 1998（平成 10）年 4 月に着任し、辰野正和助教授
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（ 1998.4.-2005.3. ）、 天 本 肇 助 手 （ 1998.4.-2000.3. ）、 烏 谷 隆 助 手

（1998.4.-1999.3.）の教育体制で開始された。1999 年 4 月、烏谷助手は工

学研究科担当となり転出した。天本助手は 2000 年 3 月に定年退官した。竹

村俊彦助手（2001.10.-2006.1.）が 2001 年 10 月着任した。2006 年 2 月、

竹村助手が助教授に昇任した。2011 年 4 月、教育分野名が大気変動学から大

気環境モデリング教育分野に変更された。大気変動学教育分野では、大気輸

送・拡散モデリング研究や成層流体の実験的研究を通して、大気汚染現象に

関する教育が行われた。大気環境モデリング教育分野になってからは、アジ

ア規模の大気環境変動の研究や大気微粒子による全球規模の気候変動の研究

を通して、大気環境学に関する教育が行われている。 

 

海洋環境計測学教育分野 

 海洋環境計測学教育分野は、1998（平成 10）年 4 月に新設されたもので、

柳哲雄教授（1998.4.- ）が着任して運営が開始された。海洋環境計測学教育

分野では、沿岸海域における低次生態系の変動特性の研究、沿岸海域から外

洋域への物質輸送機構の研究、沿岸海況変動予測モデルの開発を通して、沿

岸海域における生態学や環境学に関する教育が行われている。 

 

海洋環境解析学教育分野（旧海洋情報解析学教育分野） 

 海洋情報解析学教育分野は、大気海洋境界力学講座が名称変更したもので、

今脇資郎教授（1998.4.-2008.3.）、市川香助教授（1998.4.- ）、馬谷紳一郎

助手（1998.4.- ）の教育体制で開始された。2008（平成 20）年 3 月に、今

脇教授が定年退職した。和方吉信教授（2010.4.- ）が、回転成層流体力学教

育分野から本教育分野の担当教授となり、教育分野名が海洋環境解析学教育

分野に変更された。海洋情報解析学教育分野では、黒潮流量および熱流量の

研究、中規模渦の伝播特性と熱・物質交換過程の研究を通して、海洋環境情

報の処理・解析に関する教育が行われた。海洋環境解析学教育分野になって
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からは、さらに海洋波動や乱流の研究を通して、海洋環境の力学に関する教

育が行われている。 

 

海中機器制御教育分野 

 海中機器制御教育分野は、海中機器制御工学講座が名称変更したもので、

小寺山亘教授（1998.4.-2006.3.）、中村昌彦助教授（1998.4.- ）、山口悟助

手（1998.4.-2002.10.）の教育体制で開始された。2002（平成 14）年 10 月、

山口助手は工学研究院に転出した。小寺山教授は、2004 年 4 月に理事職に

任命されたが、教授職務付加により 2006 年 3 月まで専攻教育に携わった。

海中機器制御教育分野では、海洋観測用海中ビークル、曳航体の運動制御の

研究、浮体式海洋構造物の位置制御の研究、海洋観測用ブイシステムの開発

研究を通して、海中機器の制御工学に関する教育が行われている。 

 

環境予測学講座 

海洋循環力学教育分野 

 海洋循環力学教育分野は、海洋大気循環力学講座が名称変更したもので、

竹松正樹教授（ 1998.4.-1999.3.）、 A. G. オストロフスキー助教授

（1998.4.-1999.3.）の教育体制で開始された。1999（平成 11）年 3 月に、

竹松教授は定年退官し、オストロフスキー助教授は退職した。清水学助手

（1999.4.-2003.3）が 1999 年 4 月に着任した。2003 年 3 月、清水助手は水

産総合研究センターに転出した。松野健教授（2000.4.- ）が 2000 年 4 月に

着任し、千手智晴助教授（2001.4.- ）が 2001 年 4 月に着任した。海洋循環

力学教育分野では、東シナ海の海洋循環と海水混合の研究、東シナ海から日

本海への物質とエネルギー輸送の研究、地球温暖化が日本海の海洋環境に及

ぼす影響評価の研究を通して、海洋循環システムに関する教育が行われてい

る。 
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海洋変動力学教育分野 

 海洋変動力学教育分野は、大気海洋計測学講座が名称変更したもので、増

田章教授（1998.4.- ）が着任し、草場忠夫助教授（1998.4.-2002.3.）、上原

克人助手（1998.4.- ）の教育体制で開始された。草場助教授が 2002（平成

14）年 3 月に定年退官し、吉川裕助教授（2002.4.- ）が 2002 年 4 月に着任

した。海洋変動力学教育分野では、海洋波の発達・減衰や大気海洋間の運動

量・熱交換、海面混合層といった海面境界過程の研究ならびに中規模渦の振

舞いと大循環といった力学の研究を通して、海洋変動に関する教育が行われ

ている。 

 

大気海洋モデリング教育分野 

 大気海洋モデリング教育教育分野は、1998（平成 10）年 4 月に新設され

たもので、尹
ユン

宗 煥
ジョンファン

教授（1998.4.- ）と S. M. ヴァーラモフ助教授

（1998.4.-2000.10.）の教育体制で開始された。ヴァーラモフ助教授は 2000

年 10 月退職し、広瀬直毅助教授（2001.4.- ）が 2001 年 4 月に着任した。

大気海洋モデリング教育教育分野では、独自開発した海洋モデルを利用して

日本近海の海洋循環をシミュレーションし、さらにデータ同化に基づく海況

予測の研究を通して、大気海洋相互作用や水産資源変動も含めた海洋環境の

予測に関する教育が行われている。 
 

連携講座 

海洋機器開発教育分野 

 2005（平成 17）年 4 月独立行政法人海洋研究開発機構との連携講座が設

置された。海洋機器開発教育分野に山本郁夫教授（2005.4.-2007.3.）と月岡

哲
さとし

助教授（2005.4.- ）が着任し、講座運営を開始した。2007 年 3 月、山本

教授の退任に伴い、百留忠洋准教授（2007.4.- ）が着任した。海洋機器開発

教育分野では、無人探査機システムの設計と開発の研究、海底探査機の制御
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の研究、海洋観測機器の位置制御と計測システムの研究を通して、海洋観測

システムの開発に関する教育が行われている。 
 

専攻事務室 

 改組後、横林晴美（1998.3.-1998.6.）が継続して専攻事務業務に従事した

が、1998（平成 10）年 6 月退職した。その後、福沢嘉乃（1998.7.-2001.3.）、

大野美香（2001.4.-2004.3.）、福原汀知子（2004.4.-2009.7.）、岸原沙織

（2009.8.-2011.6.）、平田涼子（2011.7.-2011.12.）、前原艶子（2011.12.- ）

が専攻事務業務に従事した。 

 

 

第 3 節 学生の動向 
 

（1）修士課程 
 
 1990（平成 2）年 4 月から 2012 年 3 月の間で、修士課程に入学した全学

生数は 564 名、修了者数は 508 名である。図 17-14 は、入学者における出身

大学の割合を示している。九州大学出身者数は 244 名で、43.3%である。他

大学出身者数は 320 名であり、修士課程の学生に対する他大学出身者の割合

は 56.7%である。他大学出身者の内、福岡大学が占める割合が最も多く 5.3%、

次いで、山口大学 5.0%、熊本大学 4.6%、九州工業大学 4.4%、佐賀大学 3.7%

の順となっている。このように、大気海洋環境システム学専攻では様々な大

学や工業高等専門学校出身の学生を集めて教育・研究を行っている。 

 

（2）博士後期課程 
 

 1992（平成 4）年 4 月から 2012 年 3 月の間で、博士後期課程に進学・入 
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学した全学生数は 146 名、一般選抜入学者数は 94 名で、大気海洋環境シス

テム学専攻からの進学者数は 84 名、その他からの入学者数は 10 名である。

また、外国人留学者数は 39 名、社会人入学者数は 13 名である。課程博士学

位（甲）取得者数は 107 名であり、論文博士（乙）取得者数は 8 名である。 
図 17-15 に一般選抜入学者数、外国人留学者数、社会人博士課程入学者数

の割合を示す。一般選抜の入学者が 60%以上を占め、30%弱が外国人留学生

である。残りの 10%弱が社会人の入学者である。 

 

（3）学位授与状況 
 
 総合理工学府では、修士の学位として修士（工学）、修士（理学）、修士（学

術）を、博士の学位として博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）を付与

することができる。修士修了生 508 名の内、工学を取得した者は 293 名、理

学を取得した者は 210 名、学術を取得した者は 5 名で、修士（工学）の学位

を取得した者が約 60%を占める。一方、博士号取得者 115 名の内、工学を取

得した者は 34 名、理学を取得した者は 80 名、学術を取得した者は 1 名で、

九大 

43.3% 

福大 

5.3% 
山大 

5.0% 
熊大 
4.6% 

その他 
33.7% 

佐大 
3.7% 

九工大 
4.4% 

564 名 

図 17-14 大学別修士課程入学者の割合 図 17-15 博士後期課程入学者の割合

一般 
64.4% 

外国人 

留学生 
26.7% 

社会人 
8.9% 

146 名 
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博士（理学）を取得した者は、博士（工学）を取得した者の 2 倍以上におよ

んでいる。 

 

（4）修了者の進路状況 
 
 修士課程修了生 508 名の内、84 名（16.5%）が博士後期課程に進学してい

る。就職先企業としては、三菱重工業（29 名）、トヨタ自動車（18 名）、デ

ンソー（12 名）、神戸製鋼所（10 名）、日立製作所（10 名）、日本気象協会

（7 名）、川崎重工業（7 名）、三菱電機（6 名）をはじめとする大企業に就職

している。これまでの就職内定率は、ほぼ 100%である。一方、博士後期課

程修了者は、大学をはじめ国立極地研究所、JAMSTEC（海洋研究開発機構）、

水産総合研究センターなど国立や民間の研究所に就職している。 

 

 

第 4 節 社会連携と国際交流 
 

（1）主な社会連携 
 
 社会連携事業も活発に行われている。一般市民を対象とした公開講座は、

2006（平成 18）年度に「地球環境を考える―深海開発から宇宙環境までの

最前線―」、2011 年度に「宇宙・大気・海洋環境の科学」など 8 件が開催さ

れた。高校や高等専門学校への出前講義も数多く行われている。2009 年 9

月長崎県立猶興館高校において「構造物を利用した潮流（風力）発電の高効

率化実験」、2011 年 9 月熊本県立八代高等学校において「科学するとは？」、

2010 年 12 月水産大学校において「諫早湾の底泥環境特性」など、17 件の出

前講義を行っている。国内フォーラムは、2000 年 11 月 MEC モデルワーク

ショップ（東京大学工学部）、2005 年 1 月「豪雨災害に関するフォーラム」、
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2008 年 3 月応用力学フォーラム「大気海洋エネルギーの高度利用を目指し

た流体力学研究の新展開」など 13 件が開催された。産官学連携研究プロジ

ェクトでは、「波浪予報モデルに関する共同研究」（1992～93 年度；気象庁・

気象協会）、「自立型無人潜水艇の最適設計技術に関する基礎的研究」（2004

～05 年度；JAMSTEC）、「バーチャルモアリング用シャトル型ロボットの運

動制御に関する基礎的研究」（2010～14 年度；JAMSTEC）など、約 60 件

を数える。 

 

（2）主な国際交流 
 

 イギリス、アメリカ、フランス、中国、韓国をはじめ多くの国々から 156

人に及ぶ外国人研究者を受入れ、国際交流を深化させた。また、The Sixth 

International Workshop on Nonlinear Waves and Turbulence in Space 

Plasmas（2006.10.09-13；九州大学西新プラザ）、Japan-Korea Joint 

Seminar on Physical Processes in the Ocean（2010.2.17；九州大学筑紫キ

ャンパス）など、34 の国際シンポジウムを開催し、研究情報拠点の役割を果

たしている。さらに、国際共同研究プロジェクトとして、「博多・釜山間フェ

リーによる対馬暖流のモニタリング」（1996.4～2012.3；九州大学、韓国海

洋大学校、釜慶
プギョン

大学校、水産大学校連携）、「協調の海の構築に向けた東シナ

海の環境研究」（2007.4～2009.3；九州大学、長崎大学、富山大学、韓国海

洋研究所、韓国水産科学院、済州
チェジュ

大学校、中国国家海洋局、中国海洋大学、

国立台湾大学連携）をはじめ 27 件のプロジェクト研究が推進された。 
 


